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第１章 耐震改修促進計画の基本的事項

１. 計画策定の背景と目的
１-１ 計画策定の背景

平成 7年 1月 17 日に発生した「兵庫県南部地震（阪神・淡路大震災）」を契機に、建築物の

地震に対する安全性の向上等を図ることにより、大規模地震から国民の生命と財産を守ること

を目的として、同年 12月に「建築物の耐震改修の促進に関する法律」（以下「耐震改修促進法」

という｡）が施行された。 

その後も、鳥取県西部地震（平成 12年 10 月）、新潟県中越地震（平成 16年 10 月）、福岡県

西方沖地震（平成 17 年 3 月）など、各地で大規模な地震が発生し、いつどこで大規模地震が

発生してもおかしくない状況にあるとの認識が広がっていった。 

このような状況の中、平成 17 年 9 月の中央防災会議において、被害軽減対策の中でも死者

数の軽減（半減）に最も効果的である“建築物の耐震化”を社会全体の国家的な緊急課題とし

て位置づけ、大規模地震発生の切迫性が特に高い東海地震及び東南海・南海地震の被害想定地

域のみならず、全国的な規模で緊急かつ強力に実施することとする「建築物の耐震化緊急対策

方針」が決定された。 

これを受け、平成 17 年 10 月の特別国会で改正耐震改修促進法が成立し、平成 18 年１月 25

日に関係省令及び国土交通大臣が定める基本方針が公布され、翌 26日に施行された。 

その後、平成 23年 3月に「東北地方太平洋沖地震（東日本大震災）」が発生し、マグニチュ

ードは Mw9.0 と日本の観測史上最大規模の地震となり、この地震とそれによって引き起こされ

た津波、およびその後の余震は、東北から関東にかけての東日本一帯に甚大な被害をもたらし、

日本における戦後最悪の自然災害となるとともに、福島第一原子力発電所事故も引き起こした。 

このような状況を踏まえ、平成 25 年 11 月には、病院、店舗、旅館等の不特定多数の者が利

用する建築物及び学校、老人ホーム等の避難に配慮を必要とする者が利用する建築物のうち大

規模なもの（要緊急安全確認大規模建築物）や、緊急輸送道路等の避難路沿道建築物や防災拠

点建築物（要安全確認計画記載建築物）について、耐震診断を行い報告することを義務付けし、

その結果を公表することなどを内容とする耐震改修促進法の改正が行われた。 
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■耐震改修促進法の概要

■平成 18 年改正の概要

特定建築物の所有者に対する耐震診断、耐震改修の努力義務 

特定建築物の所有者の努力 

所管行政庁による、特定建築物への指導及び助言並びに指示等 

耐震改修をしようとする者に対する、所管行政庁による認定 

※認定を受けることで建築基準法の緩和・特例が適用 

指導及び助言並びに指示等の実施 

耐震改修の計画の認定 

耐震改修促進法の概要（平成 7年 12 月施行） 

●第 4条・・・国は基本方針の作成義務 

●第 5条・・・地方公共団体は耐震改修促進計画を作成 

都道府県：義務付け     市町村：努力義務 

計画的な耐震化の推進

●指示等の対象に、幼稚園、小中学校、老人ホーム等を追加 

●指示等の対象に、危険物を取り扱う建築物を追加 

●指導等の対象に、道路閉塞させる住宅・建築物を追加 

●地方公共団体の指示に、理由もなく従わない特定建築物を公表 

●倒壊の危険性の高い特定建築物については建築基準法により改修を命令 

●耐震改修支援センターによる債務保証、情報提供等の実施 

●住宅・建築物耐震改修等事業の拡充 

●耐震改修促進税制の創設 

建築物に対する指導等の強化

耐震化の支援制度を充実

国及び地方公共団体は、国民の理解と協力を得るため、建築物の地震に対する安

全性の向上に関する啓発及び知識の普及に努める。 

普及・啓発

改正耐震改修促進法の概要（平成 18 年 1 月施行）
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■平成 25 年改正の概要 

・次のイからハまでの建築物のうち、昭和 56 年 5月以前のいわゆる旧耐震基準により建築等

が行われたものの所有者には、耐震診断を行い報告することを義務付けし、報告された結

果については、所管行政庁が公表することとされた。 

イ 病院、店舗、旅館等の不特定多数の者が利用する建築物及び学校、老人ホーム等の避

難に配慮を必要とする者が利用する建築物のうち大規模なもの。 

ロ 促進計画に位置付けられた都道府県が指定する官公署、病院、避難所等の防災拠点建

築物。 

ハ 都道府県又は市町村が指定する緊急輸送道路等の避難路沿道建築物。 

(イを要緊急安全確認大規模建築物、ロ及びハを要安全確認計画記載建築物という｡) 

・耐震改修を円滑に促進するため、耐震改修計画の認定基準が緩和され、対象工事が拡大さ

れ新たな改修工法も認定可能となり、容積率や建ぺい率の特例措置が講じられた。 

・区分所有建築物については、耐震改修の必要性の認定を受けた建築物について、大規模な

耐震改修を行おうとする場合の決議要件を緩和。(区分所有法における決議要件が３／４以

上から１／２超に) 

・耐震性に係る表示制度を創設し、耐震性が確保されている旨の認定を受けた建築物につい

て、その旨を表示できる。 

建築物の耐震改修の促進に関する法律の概要
平成7年12月25日施行
平成18年1月26日改正施行
平成25年11月25日改正施行

○住宅、多数の者が利用する建築物の耐震改修等の目標 ○目標達成のための具体的な施策

○公共建築物の耐震化の目標 ○緊急輸送道路等の指定（都道府県、市町村），防災拠点建築物の指定（都道府県）

○住宅、多数の者が利用する建築物の耐震化の目標 （75％（H15）→少なくとも９割（H27）） ○耐震化の促進を図るための施策の方針

○相談体制の整備等の啓発、知識の普及方針 ○耐震診断、耐震改修の方法（指針）

耐震改修計画の認定
・地震に対する安全性が確保される場合は既存不適格の
ままで可とする特例
・耐火建築物、建ぺい率、容積率の特例

耐震改修支援センター
耐震診断・耐震改修を円滑に進めるための情報提供等の総合的
な支援を実施

補助等の実施
・住宅・建築物安全ストック形成事業
・耐震対策緊急促進事業
・耐震改修促進税制 等

国による基本方針の作成

都道府県・市町村による耐震改修促進計画の作成

要安全確認計画記載建築物（耐震改修促進計画に位置付け）

（2）建築物の耐震化の円滑な促進のための措置

区分所有建築物の耐震改修の必要性に係る認定
・大規模な耐震改修を行おうとする場合の決議要件を緩
和。（区分所有法の特例：３／４→１／２）

耐震性に係る表示制度（任意）
・耐震性が確保されている旨の認定を受けた建築物につ
いて、その旨を表示。耐震診断の義務付け・結果の公表

指示・公表対象

○多数の者が利用する一定規模以上の建築物

○ 一定量以上の危険物を取り扱う貯槽場、処理場

○ 住宅や小規模建築物等

指導・助言対象 （全ての既存耐震不適格建築物）

（1）建築物の耐震化の促進のための規制措置

病院、店舗、旅館等の不特定多数の者が利用する建築物及び学校、老人ホーム等の避
難弱者が利用する建築物のうち大規模なもの

一定量以上の危険物を取り扱う貯蔵場、処理場のうち大規模なもの

○

○

不特定多数の者が利用する建築物及び避難弱者が利用する建築物のうち一定規模以上のもの

都道府県又は市町村が指定する避難路沿道建築物

一定量以上の危険物を取り扱う貯蔵場、処理場のうち一定規模以上のもの

○

○

○

都道府県又は市町村が指定する緊急輸送道路等の避難路沿道建築物

都道府県が指定する庁舎、避難所等の防災拠点建築物

○

○

要緊急安全確認大規模建築物

：今回の主な改正点
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耐震改修促進法の改正の概要（施行：平成２５年１１月２５日）

（1）耐震診断の義務付け・結果の公表

① 要緊急安全確認大規模建築物

：階数３以上かつ床面積の合計５，０００㎡以上
：階数１以上かつ床面積の合計５，０００㎡以上

・病院、店舗、旅館等
・体育館

病院、店舗、旅館等の不特定多数の者が利用する建築物及び学校、老人ホーム等の避難弱者が利用する建築物のう
ち大規模なもの等について、耐震診断の実施とその結果の報告を義務付け、所管行政庁において当該結果の公表を行
う。

平成２７年１２月３１日まで

耐震診断結果の報告期限

イ 不特定多数の者が利用する大規模建築物

：階数１以上かつ床面積の合計５，０００㎡以上・危険物貯蔵場等

ロ 避難確保上特に配慮を要する者が利用する大規模建築物

：階数２以上かつ床面積の合計５，０００㎡以上
：階数２以上かつ床面積の合計３，０００㎡以上
：階数２以上かつ床面積の合計１，５００㎡以上

・老人ホーム等
・小学校、中学校等
・幼稚園、保育所

ハ 一定量以上の危険物を取り扱う大規模な貯蔵場等

＜対象建築物＞

＜対象建築物＞

＜対象建築物＞

※ 所管行政庁が１棟ごとに判断

（敷地境界線から一定距離以内に存する建築物に限る）

地方公共団体が定める日ま
で

耐震診断結果の報告期限
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１-２ 計画の目的

平成 17 年の改正耐震改修促進法では、第 4条で国土交通大臣は､建築物の耐震診断及び耐震

改修の促進を図るための基本的な方針（以下「基本方針」という｡）を定め、同法第 5条で都道

府県は、この基本方針に基づき都道府県計画を策定することが義務付けられ、市町村は、基本

方針及び都道府県計画を勘案して市町村計画の策定に努めるものとされた。 

本市においては、国の基本方針及び島根県建築物耐震改修促進計画（平成 19 年 2 月）を勘

案し、平成 20 年 2 月に「出雲市建築物耐震改修促進計画」を策定し、旧斐川町においては、平

成 22 年 3 月に「斐川町建築物耐震改修促進計画」を策定し、平成 23 年 10 月の斐川町との合

併を経て、地震による人的被害及び経済的被害を軽減するため、建築物の耐震化に取り組んで

きたところである。 

その後、平成 25 年の耐震改修促進法の改正により、新たに大規模地震発生時にその利用を

確保することが重要な施設（防災拠点）や道路（緊急輸送道路）を計画に位置付けることによ

って、耐震診断結果の報告を義務づけることが可能となった。また、平成 28 年 3 月の国の基

本方針の改正では、「住宅の耐震化率を平成 32 年までに 95％とし、平成 37 年までに耐震性の

ない住宅をほぼ解消する」との目標が示された。 

これを踏まえ、平成 30 年度からの新しい「出雲市建築物耐震改修促進計画」（以下「促進計

画」という。）では、平成 25 年住宅・土地統計調査の結果も踏まえて改めて耐震化の現状を把

握したうえで、県が平成 29 年 3 月に策定した「島根県建築物耐震改修促進計画」を勘案し、

耐震診断・耐震改修の実施による建築物の耐震性の向上について目標値を設定し、今後本市が

建築物の所有者や県、建築関係団体等と連携して計画的かつ総合的に推進するための施策の基

本的な枠組みを定めることを目的としている。 

なお、この促進計画は、パブリックコメントを実施し、広く市民等から意見を求め、これを

考慮してまとめたものである。 
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２. 促進計画の位置づけ及び内容等
２-１ 促進計画の位置づけ

促進計画は、国の基本方針及び島根県建築物耐震改修促進計画を勘案し、「出雲市地域防災

計画（平成 29年 6 月）」の関連計画として、建築物の災害予防、避難地及び避難路の整備・周

知等へ反映・連携させていくものとする（図 １-１）。 

なお、これらの関連計画の改定等が行われたときは、必要に応じて本計画の見直しを行う。 

図 １-１ 計画の位置づけのイメージ 

２-２ 対象建築物

本計画が対象とする建築物は、昭和 56年 5月以前に建築された新耐震基準に適合しない建

築物で、住宅及び特定既存耐震不適格建築物とする。住宅は、居住世帯のある建築物を対象

とし、一戸建、長屋、共同住宅などを含む。特定既存耐震不適格建築物は次の 3つに分類さ

れ、耐震改修促進法第 14条各号に掲げる用途と規模に該当する建築物とする。 

（１）多数の者が利用する建築物 

（２）危険物の貯蔵場又は処理場の用途に供する建築物 

（３）地震発生時に通行を確保すべき道路沿いの建築物  

島根県 

住生活基本計画

島根県 

建築物耐震改修促進計画

耐 震 改 修 促 進 法

国  基本方針 

島根県 

地域防災計画（震災編）

島根県 

緊急輸送道路ネットワーク計画

島根県

国 

出雲市 

建築物耐震改修促進計画
出雲市 

地域防災計画

既 存 建 築 物 の 地 震 防 災 対 策 

出雲市
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２-３ 促進計画の内容

促進計画は、平成 28 年 3 月に改正された国の基本方針及び島根県建築物耐震改修促進計画

（平成 29 年 3 月）に基づき、改正耐震改修促進法第 6 条第 2 項に示される以下の事項につい

て定める。 

① 建築物の耐震診断及び耐震改修の実施に関する目標 

② 建築物の耐震診断及び耐震改修の促進を図るための施策に関する事項 

③ 建築物の地震に対する安全性の向上に関する啓発及び知識の普及に関する事項 

④ 建築基準法第 10 条第 1 項から第 3 項までの規定による勧告又は命令その他建築物の地

震に対する安全性を確保し、又はその向上を図るための措置の実施に関する事項 

⑤ その他の建築物の耐震診断及び耐震改修の促進に関し必要な事項 

２-４ 促進計画の計画期間

平成 19 年度に策定した促進計画の計画期間は、平成 20 年度から平成 27 年度までの 8 年で

あった。 

平成 27 年度末の住宅の耐震化率及び多数の者が利用する特定建築物の耐震化率の目標は

90％であったが、平成 27 年度末時点での本市の住宅の耐震化率は 74％、多数の者が利用する

建築物の耐震化率は 84％であり、目標に達していないことから、引き続き耐震化を推進する必

要があるため、次期計画を策定するまでの間、現計画を平成 29年度まで延長することとした。

今回策定する促進計画の計画期間は､平成 30年度から平成 37 年度までの 8年とする。 

なお、本計画は耐震化の進捗状況及び施策の取り組み状況について点検を行い、必要があれ

ば見直しを行う。 

図 １-２ 促進計画の計画期間 

出雲市 建築物耐震改修促進計画 

島根県 建築物耐震改修促進計画 

国  の  基  本  方  針 

平成 30 年度

平成 37 年度

平成 29 年度

平成 28 年度
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２-５ 用語の定義

本計画において使用する主な用語について、以下に説明する。 

① 耐震診断 地震に対する安全性を評価することをいう。 

② 耐震改修 地震に対する安全性の向上を目的として、増築、改築、修繕若しくは模様

替え、又は敷地を整備することをいう。 

③ 旧耐震基準 昭和 56 年 6月 1 日改正以前の建築基準法に規定されている耐震基準をい

う。   

④ 新耐震基準 昭和 56 年 6月 1 日に改正された建築基準法に規定されている耐震基準を

いう。 

⑤ 特定既存耐震不適格建築物   

昭和 56 年 5 月以前に建築され新耐震基準に適合しない建築物で、平成

25 年改正後の耐震改修促進法第 14条各号に示される多数の者が利用す

るなど一定の用途と一定の規模に該当するものをいう（表 １-１、表 

１-２、図 １-３参照）。 

⑥ 所管行政庁 建築主事を置く市（建築基準法第 97条の 2第 1項の規定により建築主事

を置く市を除く）の区域においては当該市長（平成 29 年 4 月 1 日現在、

県内では出雲市、松江市）をいい、その他の市町村の区域においては知事

をいう。 

⑦ 耐震化率 「全ての建築物」に対する「耐震性ありの建築物の割合」をいう。以下に

算出方法を示す。 

全ての建築物

耐震性ありの建築物
耐震化率＝

耐震性あり：・S56.6 以降の建築物 

・S56.5 以前の建築物で耐震性が確認されたもの 

・耐震改修済みの建築物 
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表 １-１ 特定既存耐震不適格建築物一覧 

（出典：建築物の耐震改修の促進に関する法律および同施行令）  

特定既存耐震不適格建築物の要件
指示対象となる特定既存

耐震不適格建築物の要件

耐震診断義務付け

対象建築物の要件

小学校、中学校、中等教育学校の前期
課程若しくは特別支援学校

階数２以上かつ1,000㎡以上
※屋内運動場の面積を含む。

階数２以上かつ1,500㎡以上
※屋内運動場の面積を含む。

階数２以上かつ3,000㎡以上
※屋内運動場の面積を含む。

上記以外の学校 階数３以上かつ1,000㎡以上   

階数１以上かつ1,000㎡以上 階数１以上かつ2,000㎡以上 階数１以上かつ5,000㎡以上

階数２以上かつ500㎡以上 階数２以上かつ750㎡以上 階数２以上かつ1,500㎡以上

政令で定める数量以上の危険物を貯
蔵又は処理するすべての建築物

500㎡以上

階数１以上かつ5,000㎡以上

（敷地境界線から一定距離以内に
存する建築物に限る）

耐震改修等促進計画で指定する避難
路の沿道建築物であって、前面道路

幅員の1/2超の高さの建築物（道路幅

員が12m以下の場合は6m超）

左に同じ

耐震改修等促進計画で指定する重

要な避難路の沿道建築物であっ
て、前面道路幅員の1/2超の高さ

の建築物（道路幅員が12m以下の

場合は6m超）

耐震改修等促進計画で指定する大
規模な地震が発生した場合におい

てその利用を確保することが公益
上必要な、病院、官公署、災害応

急対策に必要な施設等の建築物

防災拠点である建築物

※義務付け対象は旧耐震建築物 

階数３以上かつ2,000㎡以上 階数３以上かつ5,000㎡以上自動車車庫その他の自動車又は自転車の停
留又は駐車のための施設

保健所、税務署その他これらに類する公益上
必要な建築物

危険物の貯蔵場又は処理場の用途に供する建築物

避難路沿道建築物

博物館、美術館、図書館

階数３以上かつ1,000㎡以上

階数３以上かつ2,000㎡以上 階数３以上かつ5,000㎡以上

遊技場

公衆浴場

飲食店、キャバレー、料理店、ナイトクラブ、
ダンスホールその他これらに類するもの

理髪店、質屋、貸衣装屋、銀行その他これら
に類するサービス業を営む店舗

工場（危険物の貯蔵場又は処理場の用途に供

する建築物を除く。）

車両の停車場又は船舶若しくは航空機の発

着場を構成する建築物で旅客の乗降又は待
合の用に供するもの

老人ホーム、老人短期入所施設、福祉ホーム

その他これらに類するもの 階数２以上かつ1,000㎡以上 階数２以上かつ2,000㎡以上
階数２以上かつ5,000㎡以上

老人福祉センター、児童厚生施設、身体障害

者福祉センターその他これらに類するもの

幼稚園、保育所

階数３以上かつ5,000㎡以上

ホテル、旅館

賃貸住宅（共同住宅に限る。）、寄宿舎、下宿

事務所

用途

学校

体育館（一般公共の用に供されるもの）

ボーリング場、スケート場、水泳場その他これらに
類する運動施設

階数３以上かつ5,000㎡以上

病院、診療所

劇場、観覧場、映画館、演芸場

集会場、公会堂

展示場
階数３以上かつ1,000㎡以上

階数３以上かつ2,000㎡以上

百貨店、マーケットその他の物品販売業を営

む店舗
階数３以上かつ2,000㎡以上

卸売市場
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表 １-２ 政令で定める危険物の種類と数量 

（出典：建築物の耐震改修の促進に関する法律および同施行令） 

図 １-３ 通行を確保すべき道路沿いの建築物の対象となる道路を閉塞させるおそれのある住宅・

建築物 

危険物の数量

① 火薬類（法律で規定）

　イ　火薬 10t

　ロ　爆薬 5t

　ハ　工業雷管及び電気雷管 50万個

　ニ　銃用雷管 500万個

　ホ　信号雷管 50万個

　ヘ　実包 5万個

　ト　空包 5万個

　チ　信管及び火管 5万個

　リ　導爆線 500km

　ヌ　導火線 500km

　ル　電気導火線 5万個

　ヲ　信号炎管及び信号火箭 2t

　ワ　煙火 2t

　カ　その他の火薬を使用した火工品 10t

　　　その他の爆薬を使用した火工品 5t

② 消防法第２条第７項に規定する危険物
危険物の規制に関する政令別表第３の指定
数量の欄に定める数量の１０倍の数量

可燃性固体類 30t

可燃性液体類 20ｍ
3

④ マッチ 300マッチトン（※）

⑤ 可燃性のガス（⑥及び⑦を除く） 20,000ｍ
3

⑥ 圧縮ガス 20万ｍ
3

⑦ 液化ガス 2,000t

毒物 20t

劇物 200t

(※)マッチトンはマッチの計量単位。1マッチトンは並型マッチ(56×36×17mm)で7,200個、約120kg

③

⑧

危険物の規制に関する政令別表第４備考第６号に規定する可

燃性固体類及び同表第８号に規定する可燃性液体類

毒薬及び劇物取締法第２条第１項に規定する毒物又は同条第
２項に規定する劇物（液体又は気体のものに限る。）

危険物の種類

①前面道路幅員が１２ｍを超える場合 

 幅員の１／２の高さを超える建築物 

②前面道路幅員が１２ｍ以下の場合 

 ６ｍの高さを超える建築物 

中央

高さ(L/2)

45°

前面道路(L)

特
定
建
築
物

高さ 6m

道路 4m

６m

道路を閉塞させる住宅・建築物 
 ※多数の者の円滑な避難を困難とするおそれがある住宅・建築物
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第２章 建築物の耐震化の現状等及び問題点、課題

１. 地震の災害履歴
１-１ 全国で発生した近年の大規模地震

近年、全国で発生した大規模地震は、表 ２-１のとおりである。 

平成 23 年 3 月の東北地方太平洋沖地震や平成 28年 4 月の熊本地震に代表されるように、全

国各地で大規模地震が頻発しており、発生の切迫性が高いとされる東海地震及び東南海・南海

地震の被害想定地域以外の地域においても、大規模地震は、いつどこで発生してもおかしくな

い状況であるとの認識が広がっている。 

表 ２-１ 近年の大規模地震 

発 生 年 月 日 名  称 
地震の規模
（ﾏｸﾞﾆﾁｭｰﾄﾞ）

死者/不明［負傷者］
（人） 

平成 7（1995）年 1 月 17 日 兵庫県南部地震 7.3 6,434/3 [43,792] 

平成 12（2000）年 10 月 6 日 鳥取県西部地震 7.3 0 [   182] 

平成 13（2001）年 3 月 24 日 芸予地震 6.7 2 [   288] 

平成 15（2003）年 9 月 26 日 十勝沖地震 8.0 1/1 [   849] 

平成 16（2004）年 10 月 23 日 新潟県中越地震 6.8 68 [ 4,805] 

平成 17（2005）年 3 月 20 日 福岡県西方沖地震 7.0 1 [ 1,204] 

平成 19（2007）年 3 月 25 日 能登半島地震 6.9 1 [   356] 

平成 19（2007）年 7 月 16 日 新潟中越沖地震 6.8 15 [ 2,346] 

平成 20（2008）年 6 月 14 日 岩手・宮城内陸地震 7.2 17/6 [   426] 

平成 23（2011）年 3 月 11 日 東北地方太平洋沖地震  9.0*1 19,533/2,585[ 6,230]*2

平成 23（2011）年 4 月 7 日 宮城県沖 7.2 4[   296] 

平成 26（2014）年 11 月 22 日 長野県北部 6.7 0[    46] 

平成 28（2016）年 4 月 14 日 熊本地震 7.3 249[ 2,790]*3

平成 28（2016）年 10 月 21 日 鳥取県中部地震 6.6 0[    32] 

*1 東北地方太平洋沖地震の地震の規模（マグニチュード）は、モーメントマグニチュードを示す。 

*2 東北地方太平洋沖地震の人的被害及び物的被害については、余震による被害および 3 月 11 日以降に発生した余震域外の

地震で被害の区別が不可能なものを含む。 

*3 熊本地震の死者数には、震災後における災害による負傷の悪化又は身体的負担による疾病により死亡したと思われる死者

数のうち、市町村において災害が原因で死亡したものと認められた死者 194 名、及び 6月 19 日から 25 日に発生した被害

のうち熊本地震との関連が認められた死者 5名を含む。 

（出典：気象庁ＨＰ被害地震資料、兵庫県南部地震の負傷者数は総務省消防庁による） 
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１-２ 県内に被害をもたらした主な地震

島根県で発生又は影響を及ぼした主な地震は、表 ２-２のとおりである。 

歴史的には県内全域で大規模地震が発生しており、全国と同様に、出雲市内においても、大

規模地震が、いつどこで発生してもおかしくない状況であると認識する必要がある。 

表 ２-２ 島根県被害地震 

発生年月日 
名 称 

（震央地名） 

地震の規模 
（ﾏｸﾞﾆﾁｭｰﾄﾞ）

被 害 状 況 

880年 11月 23日 出雲 7.4 神社仏閣家屋転倒 

1026 年 6 月 16 日 石見 不明 万寿の大津波、石見地方沿岸に大被害 

1872 年 3 月 14 日 石見浜田地震 7.1 死者 804 人、負傷者 702 人 

1914 年 5 月 23 日 島根県東部 6.3 外壁の亀裂、土地の崩壊・亀裂等 

1943 年 9 月 10 日 鳥取地震 7.2 外壁の亀裂、屋根瓦の落下、煙突が折れる

2000 年 10 月 6 日 鳥取県西部地震 7.3 全半壊 610 棟、一部損壊 3,456 棟 

2004 年 3 月 24 日 芸予地震 6.7 文教施設 9棟、社会福祉施設 3棟等で被害

（出典：島根県地域防災計画（震災編）平成 26 年 3 月） 
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２. 想定される地震の規模及び被害の状況
県は、今後想定される地震・津波に対する防災対策を計画するため、大きい被害が予想され

る地震の規模とその被害想定について「島根県地震被害想定調査（平成 24年 6 月）」にとりま

とめている。 

その結果は「島根県地域防災計画 震災編（平成 26 年 3 月）」および「出雲市地域防災計画

（平成 29年 6月）」に反映されており、その内容を一部抜粋する。 

２-１ 地域防災計画による被害想定

(１) 想定される地震の規模と震度 

■想定条件 

出雲市地域防災計画における想定地震は、島根県が想定する 9つの地震（表 ２-３）と同じ

地震を想定している。 

表 ２-３ 想定地震一覧

 想定地震名 
ﾏｸﾞﾆﾁｭｰﾄﾞ

（Ｍ） 

地震動

の想定

津波の

想定 
地震のタイプ 想定理由

陸
域
の
地
震

宍道断層の地震 7.1 〇 － 内陸の浅い地震を想定 断層 

宍道湖南方の地震 7.3 〇 － 内陸の浅い地震を想定 
微小地震

発生領域

大田市西南方の地震 7.3 〇 － 内陸の浅い地震を想定 断層 

浜田市沿岸の地震 7.3 〇 － 内陸の浅い地震を想定 歴史地震

弥栄断層帯の地震 7.6 〇 － 内陸の浅い地震を想定 断層 

海
域
の
地
震

佐渡島北方沖の地震 

【参考】佐渡島北方沖

の地震（M8.01） 

7.85 及び

8.01 
－ 〇 プレート境界の地震を想定 国の調査

出雲市沖合の地震 
（断層北傾斜及び南傾斜）

7.5 〇 〇 海域の浅い地震を想定 断層 

浜田市沖合の地震 7.3 〇 〇 海域の浅い地震を想定 歴史地震

隠岐北西沖の地震 7.4 － 〇   

※ ○：想定対象、－：想定対象外 

なお、「【参考】佐渡島北方沖の地震（M8.01）」及び「隠岐北西沖の地震」については、津波

浸水想定区域の調査のみ行っている。（島根県地震被害想定調査より）。 
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県内における地震動を想定した 7つの地震（陸域 5、海域 2）の断層位置を図 ２-１に示す。

また、各想定地震動における震度分布を図 ２-２及び図 ２-３に示す。 

図 ２-１ 地震動を想定した地震の断層位置 

（出典：島根県地震想定被害調査報告書（平成 24 年 6 月）） 

宍道断層（M7.1）             宍道湖南方（M7.3） 

図 ２-２ 各想定地震における震度分布 

（出典：島根県地震想定被害調査報告書（平成 24 年 6 月））  

出雲市 出雲市
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大田市西南方（M7.3）            浜田市沿岸（M7.3） 

弥栄断層帯（M7.6）         出雲市沖合（断層北傾斜）（M7.3） 

出雲市沖合（断層南傾斜）（M7.5）        浜田市沖合（M7.3） 

図 ２-３ 各想定地震における震度分布 

（出典：島根県地震想定被害調査報告書（平成 24 年 6 月）） 



第２章 建築物の耐震化の現状等及び問題点、課題

－ 16 － 

また、島根県へ影響を及ぼす海域の想定地震の断層位置を図 ２-４に示す。 

図 ２-４ 海域の想定地震の断層位置 

（出典：島根県地震想定被害調査報告書（平成 24 年 6 月）） 

島根県地震被害想定調査（平成 24年 6月）による液状化危険度の予測結果を図 ２-５に示

す。断層近傍の地域と出雲平野で広範囲に液状化の危険度が高くなっている。 
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図 ２-５ 主要な想定地震における液状化危険度分布 

（出典：島根県地震被害想定調査 平成 24 年 6 月） 

宍道断層（M7.1） 
宍道湖南方（M7.3） 

出雲市沖合（断層南傾斜）（M7.5）出雲市沖合（断層北傾斜）（M7.3）

大田市西南方（M7.3） 
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(２) 被害の想定 

出雲市地域防災計画（平成 29 年 6 月）に示されている、本市における地震被害想定結果を

以下に示す。陸域での地震による被害想定を表 ２-４に、海域での地震による被害想定を表 

２-５に示す。 

なお、被害想定時間は、火災については夕食を作る時間帯である 18 時、人的被害について

は人が最も自宅にいる時間帯である 5時を想定している。また、ため池危険度については「総

貯水量 5,000ｔ以上かつ被害想定戸数 10 戸以上」を対象として県が調査を実施した結果によ

る。 

表 ２-４ 出雲市において想定される地震被害想定結果（陸域での地震の場合) 

(出典：出雲市地域防災計画 平成 29 年 6 月) 

宍道断層 宍道湖南 大田市西南方 浜田市沿岸 弥栄断層帯

危険性が高い急傾斜地
(箇所)

0 2 4 0 0

危険性が高い
地すべり地(箇所)

28 23 12 0 0

ため池危険度
危険性が高い
ため池(箇所)

0 0 0 0 0

全壊数(棟) 2 4 3 0 0

半壊数(棟) 61 127 57 0 1

全壊数(棟) 224 401 159 0 0

半壊数(棟) 646 1159 462 0 0

全壊数(棟) 1 2 3 0 0

半壊数(棟) 3 6 7 0 0

全壊数(棟)

半壊数(棟)

全壊数(棟) 227 407 165 0 0

半壊数(棟) 710 1292 526 0 1

地震火災 全出火(冬18時) 全出火件数(件) 0 0 0 0 0

死者数(人) 0 0 0 0 0

負傷者数(人) 2 5 2 0 0

死者数(人) 0 0 0 0 0

負傷者数(人) 2 3 4 0 0

死者数(人) 0 0 0 0 0

負傷者数(人) 1 3 1 0 0

死者数(人) 0 0 0 0 0

負傷者数(人) 0 0 0 0 0

津波による死傷者 死者数(人)

死者数(人) 0 0 0 0 0

負傷者数(人) 0 0 0 0 0

死者数(人) 0 0 0 0 0

負傷者数(人) 5 11 7 0 0

上下水道 断水世帯数(1日後) 400 666 437 0 12

下水道 影響人口(人) 487 722 714 84 224

通信 不通回線数(件) 0 2 8 0 0

電力 停電件数(件) 0 9 8 0 0

都市ガス 供給支障件数(件) 0 0 0 0 0

LPガス 供給支障件数(件) 0 0 0 0 0

避難者
避難者数(人)
(1日～３日後)

762 1317 675 13 26

帰宅困難者 全県下(人)

食糧不足
食糧(食/人)

1日に必要な食料数
2744 4740 2429 46 95

震災廃棄物 発生量(千トン) 44 72 33 0 0

エレベーター停止 停止台数(基) 161 168 156 49 66

孤立集落の発生
孤立の恐れがある地区

(地区)
0 0 0 0 0

想定なし

想定なし

人的被害
(冬)
5時

ライフ
ライン

生活
支障等

41182

建物

揺れによる被害

被害合計

火災による死傷者

ブロック塀倒壊
による死傷者

屋内収容物転倒
による死傷者

急傾斜地崩壊に
よる死傷者

建物倒壊による
死傷者

被害合計

津波による被害

急傾斜地崩壊に
よる被害

液状化による被害

種別 被害単位被害項目
想定地震

斜面・
ため池

斜面崩壊
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表 ２-５ 出雲市において想定される地震被害想定結果（海域での地震の場合) 

(出典：出雲市地域防災計画 平成 29 年 6 月) 

佐渡島北方沖
（M7.85）

出雲市沖合
(断層北傾斜)

出雲市沖合
(断層南傾斜)

浜田市沖合

危険性が高い急傾斜地
(箇所)

35 60 0

　危険性が高い
地すべり地（箇所）

97 124 0

ため池危険度
危険性が高いため池

(箇所)

1
東福町
(作暮池)

2
東福町

(作暮池、梶谷池)

0

全壊数（棟） 215 635 0

半壊数（棟） 2983 5766 1

全壊数（棟） 593 630 5

半壊数（棟） 1661 1759 14

全壊数（棟） 67 129 0

半壊数（棟） 157 301 0

全壊数（棟） 13 22 2 0

半壊数（棟） 85 276 10 0

全壊数（棟） 13 897 1396 5

半壊数（棟） 85 5077 7836 15

地震火災 全出火（冬18時） 全出火件数（件） 想定なし 3 9 0

死者数（人） 3 9 0

負傷者数（人） 135 268 0

死者数（人） 5 9 0

負傷者数（人） 87 166 0

死者数（人） 1 1 0

負傷者数（人） 14 20 0

死者数（人） 0 0 0

負傷者数（人） 0 0 0

津波による死傷者数 死者数（人） 0 109 8 0

死者数（人） 0 0 0 0

負傷者数（人） 0 0 0 0

死者数（人） 0 118 27 0

負傷者数（人） 0 236 454 0

上下水道 断水世帯数（1目後） 6385 10196 17

下水道 影響人口（人） 1616 2215 241

通信 不通回線数（件） 370 1152 0

電力 停電件数（件） 468 1424 0

都市ガス 供給支障件数（件） 5865 5865 0

ＬＰガス 供給支障件数（件） 74 198 0

避難者
避難者数（人）
　（1目～3目後）

236 7485 12301 52

帰宅困難者 全県下(人) 想定なし

食糧不足
　食糧（食/人）

１目に必要な食料数
848 26946 44282 188

震災廃棄物 発生量（千トン） 1 219 327 2

エレベー夕停止 停止台数（基） 0 234 241 109

孤立集落の発生
孤立の恐れがある地区

　(地区)
0 0 4 0

津波による被害

被害合計

人的被害
　(冬)
　5時

建物倒壊による
死傷者

想定なし

急傾斜地崩壊に
よる死傷者

屋内収容物転倒
による死傷者

ブロック塀倒壊
による死傷者

火災による死傷者

被害合計

ライフ
ライン

想定なし

41182

生活
支障等

種別 被害項目 被害単位

想定地震

斜面・
ため池

斜面崩壊

0

建物

揺れによる被害

0液状化による被害

急傾斜地崩壊に
よる被害
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(３) 想定される被害の傾向 

本市における地震被害想定結果等から、出雲市周辺でマグニチュード 7.0 を超える地震が発

生した場合、以下のような被害の傾向が想定される。 

・大規模な被害が想定されており、特に地盤特性（軟弱な沖積層が堆積する出雲平野）と人

口規模との関係から、市中央部での人的・物的被害が大きい。 

・出雲平野に未固結の地盤が広く分布することから、大きな揺れと液状化による建物被害が

多く発生する。 

・人口の多い地区があるため、ライフラインの被害の影響を受ける住民や避難者数が多くな

る。 

・老朽化した木造建築物等が市街地を中心に密集しているため、冬期に地震が発生した場合

は、火災による焼失数が増加する。 

・冬期の朝 5時に発生した場合は、多数の死傷者、り災世帯及び避難者が想定される。 

・急傾斜地や地すべり地等の危険度の高い箇所が多数分布しており、山間地域やがけ地付近

では土砂災害による家屋被害や孤立集落が発生する。 

・出雲市沖合での地震は、断層が本市の比較的近くに位置することから被害が圧倒的に大き

くなる（死者数 118人、負傷者数 454 人、全壊数 1,396 棟、半壊棟 7,836 棟）。 
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２-２ 最新の公表データによる島根県の被害想定

現在、県では日本海側の海域で地震が発生した場合に想定される県内の被害想定の見直しを

行っており、平成 29年 8月 30 日に開かれた島根県地震津波防災対策検討委員会でその見直し

結果が公表された。今回の見直しは、国の新たな知見による地震規模の大きい海域の 4 断層

（F24、F55～F57）を考慮したものである。公表された県内において想定される地震被害の見直

し結果を以下に示す。 

表 ２-６ 島根県が推計した被害想定 

島根県で想定される地震 
〔マグニチュード〕

人的被害 
建物被害 
（棟） 

経済被害額
（億円） 死者数 

（人） 

負傷者数 
（人） 

陸
域

宍道断層〔M7.1〕 102 1,322 13,968 6,829 

宍道湖南方〔M7.3〕 5 123 3,337 2,701 

大田市西南方〔M7.3〕 12 296 4,039 2,016 

浜田市沿岸〔M7.3〕 68 966 6,213 3,705 

弥栄断層帯〔M7.6〕 14 310 1,979 2,288 

海
域

浜田市沖合〔M7.3〕 3 84 1,289 1,475 

F24=青森市西方沖〔M8.4〕 0 0 5,715 884 

F55=鳥取県沖〔M8.1〕 397 2,536 42,452 14,525 

F56=島根半島沖〔M7.7〕 265 2,860 53,723 18,439 

F57=島根県西方沖〔M8.2〕 296 2,140 46,565 13,864 

図 ２-６ 島根県が想定する地震の断層位置図 

（出典：島根県地震津波防災対策検討委員会資料による） 

県の見直し結果によると、島根半島沖の F56 断層（出雲市の北の沖合）で地震が起きた際の

建物被害が最大となり、県内では平成 24 年調査の 2倍以上（1.8 兆円を超える）の経済被害額

が想定されている。また、本市が最大被害の想定断層（F56）に一番近いため、県内の被害の多

くが本市に集中する可能性が考えられる。  

宍道断層

宍道湖南方

浜田市沖合

浜田市沿岸

弥栄断層

大田市西南方

F55 断層

F56 断層

F57 断層
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２-３ 地震防災マップによるゆれやすさ等の想定

(１) 島根県全域のゆれやすさマップ 

地震による地表でのゆれの強さは、主に、震源断層に関する「震源特性」、震源からの地震波

の伝播経路に関する「伝播特性」、表層地盤のかたさ・やわらかさに関する「地盤特性」の 3つ

によって異なる。 

一般には、地震の規模（マグニチュード）が大きい〔震源特性〕ほど、また、震源から近い

〔伝播特性〕ほど地震によるゆれは大きくなる。しかし、マグニチュードや震源からの距離が

同じであっても、表層地盤の違い〔地盤特性〕によってゆれの強さは大きく異なり、表層地盤

がやわらかな場所では、かたい場所に比べてゆれは大きくなる。この効果を、ここでは「表層

地盤のゆれやすさ」と表現している。 

1km メッシュで表層地盤のゆれやすさを推定した「表層地盤のゆれやすさ全国マップ」が内

閣府により作成されており、島根県について下図に示す。 

図 ２-７ 表層地盤のゆれやすさマップ(島根県) 

（出典：内閣府「表層地盤のゆれやすさ全国マップ」について H17.10） 

計測震度増分とは 

地表での地盤のゆれは、表層のやわらかい地盤

の影響で深部よりも大きくゆれる。地表でのゆれ

の強さは、表層地盤のやわらかさの程度によって

いる。この図面は、各地の平均よりもやわらかい地

盤に対して、地表でのゆれが深部（工学的基盤）で

のゆれに対して大きくなる割合（計測震度増分）を

示したものである。 
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一律に M6.9 の震源（震源上端深さ＝4km）を想定した場合の計測震度は、下図に示すとおり

である。宍道湖周辺、日本海沿岸の一部で「震度６強」、その他は概ね「震度６弱」になると想

定されている。 

図 ２-８ 一律に M6.9 の震源を想定した場合の震度分布 

（出典：内閣府「表層地盤のゆれやすさ全国マップ」について H17.10） 

島根県地震被害想定調査（平成 24年 6月）では、想定地震のうち 7つの地震について地震

動による被害を想定している。これらいずれの想定地震においても、やわらかく・ゆれやす

い地盤であると推定された宍道湖周辺の低地部がその周辺に比べて震度が大きくなる傾向と

なっている。 
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(２) 出雲市におけるゆれやすさマップ 

今回の促進計画策定において、市全域におけるゆれやすさマップ（別図１：p.74）を作成し

た。ゆれやすさマップの作成方法は、平成 17 年 3 月に内閣府から示された「地震防災マップ

作成技術資料」に従い、その結果は、地理情報システム（GIS）上で出雲市地形図データと重ね

合わせて表示する。ゆれやすさマップは、各メッシュにおけるゆれやすさを“地盤のかたさ”

と“そこで受ける地震の強さ”の両方から評価し、ゆれの強さ（計測震度）で表現している。 

震源は、技術資料で示されている「全国どこでも起こりうる直下の地震」および「出雲市地

域防災計画において地震動による被害が想定される 7つの地震」に加え、新知見によって想定

される F55～F57 断層による 3 つの地震を設定した。また、メッシュの大きさは技術資料に基

づき 50m とした。 

図 ２-９ ゆれやすさマップ(市中心部) 

ゆれやすさマップを作成した結果、出雲平野を中心に非常に大きなゆれが生じる結果となっ

た。 

なお、一般的にゆれ（計測震度）が大きくかつ建築物の耐震性が低い地域では、建築物の

倒壊等の可能性が高くなることから、ゆれやすさマップに建築物の年代及び構造による倒壊

率を重ね合わせると「地域の危険度マップ」を作成することができる。今回、市全域におい

て地域の危険度マップ（別図２：p.75）についても作成した。 

出雲市役所本庁舎

出雲ドーム

島根県立中央病院

島根大学医学部付属病院
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図 ２-１０ 地域の危険度マップ（市中心部） 

図 ２-１１ 地域の危険度マップ（出雲市駅付近の拡大図） 

市内で大きなゆれが発生する可能性がある地域のうち、耐震性の低い老朽住宅が密集する地

域においては、避難路の閉塞や出火による火災の延焼等により被害が拡大する恐れが考えられ

ることから注意する必要がある。  

出雲市役所本庁舎

出雲ドーム

島根県立中央病院

島根大学医学部付属病院
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３. 建築物の耐震化の現状等
３-１ 住宅

(１) 住宅ストックの状況 

① 建築の時期別住宅数 

平成 25 年住宅・土地統計調査による全国、島根県及び出雲市の建築の時期別住宅数は表 

２-７のとおりである。 

本市における新耐震基準施行前の昭和 55 年以前の住宅の割合は 35.2％（19,990 戸）で、県

の 40.1％より約 5 ﾎﾟｲﾝﾄ低いものの、全国の 27.2％に比べて約 8 ﾎﾟｲﾝﾄ高くなっている（図 

２-１２）。その中でも、建築後 55年以上経過した昭和 35 年以前の住宅の割合は 11.5％で、県

の 15.0％より低いが、全国の 4.9％に対して高くなっている。 

表 ２-７ 建築の時期別の住宅数 

注）住宅総数と合計は一致しない場合がある。 （資料：平成 25年度住宅・土地統計調査より）

図 ２-１２ 建築の時期別の住宅の割合  

戸数（戸） 割合 戸数（戸） 割合 戸数（戸） 割合

昭和35年以前 2,564,900 4.9% 38,800 15.0% 6,550 11.5%

　昭和36年 ～ 昭和45年 3,294,200 6.3% 21,200 8.2% 3,880 6.8%

　昭和46年 ～ 昭和55年 8,331,600 16.0% 43,500 16.8% 9,560 16.8%

　昭和56年 ～ 平成2年 9,662,700 18.5% 44,700 17.3% 9,580 16.9%

　 平成3年 ～ 平成7年 5,391,700 10.3% 21,700 8.4% 4,540 8.0%

　 平成8年 ～ 平成12年 5,661,800 10.9% 23,900 9.3% 5,330 9.4%

　平成13年 ～ 平成17年 5,479,600 10.5% 21,400 8.3% 6250 11.0%

　平成18年 ～ 平成22年 5,470,700 10.5% 18,900 7.3% 4980 8.8%

　平成23年 ～ 25年9月 2,132,200 4.1% 6,800 2.6% 1640 2.9%

不詳 4,112,800 7.9% 17,400 6.7% 4,530 8.0%

合計 52,102,200 100.0% 258,300 100.0% 56,840 100.0%

建築の時期
全国 島根県 出雲市

4.9

15.0

11.5

6.3

8.2

6.8

16.0

16.8

16.8

18.5

17.3

16.9

10.3

8.4

8.0

10.9

9.3

9.4

10.5

8.3

11.0

10.5

7.3

8.8

4.1

2.6

2.9

7.9

6.7

8.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全国

島根県

出雲市

昭和35年以前

昭和36年～45年

昭和46年～55年

昭和56年～平成2年

平成3年～7年

平成8年～12年

平成13年～17年

平成18年～22年

平成23年～25年9月

不詳

27.2%

40.1%

35.2%
↑ 新耐震基準前（昭和55年以前）の住宅の割合
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② 構造・建て方別住宅数 

構造別では、平成 25年時点の市の住宅数 56,840 戸のうち、「木造（防火木造を含む）」の住

宅数が 45,820 戸であり、全体の 81％を占めている（図 ２-１３）。昭和 55 年以前の住宅数に

対しては、「木造（防火木造を含む）」の住宅数は 18,250 戸で 91％を占めている（図 ２-１３）。

また、昭和 55年以前の住宅では、耐震性に劣る“木造”かつ“一戸建”の住宅が 17,850 戸で

大部分を占めている（表 ２-８）。 

※用語説明（住宅・土地統計調査より） 

①鉄筋・鉄骨コンクリート造：建物の骨組みが鉄筋コンクリート造、鉄骨コンクリート造又は鉄筋・鉄骨

コンクリート造のもの 

②防火木造        ：柱・はりなどの骨組みが木造で、屋根や外壁など延焼のおそれのある部分

がモルタル、サイディングボード、トタンなどの防火性能を有する材料で

できているもの 

表 ２-８ 建築の時期、建て方、構造別の住宅数 

注）住宅総数と合計は一致しない場合がある。 （資料：平成 25 年度住宅・土地統計調査より）

図 ２-１３ 建築の時期、構造別の住宅数  

総数
木造

(防火木造を除く)
防火木造

鉄筋・鉄骨
コンクリート造

鉄骨造 その他

56,840 34,420 11,400 7,970 2,960 100

19,990 16,470 1,780 1,650 20 70

一戸建 17,970 16,260 1,590 110 0 20

長屋建 590 210 180 140 0 60

共同住宅 1,420 0 0 1,390 20 0

その他 0 0 0 0 0 0

32,310 15,560 8,610 5,600 2,520 20

一戸建 20,690 14,380 5,900 200 210 0

長屋建 950 340 190 310 90 10

共同住宅 10,670 830 2,510 5,070 2,230 10

その他 0 0 0 0 0 0

4,540 2,390 1,010 720 420 10　不詳

住宅数

建築の時期
及び建て方

　昭和55年以前

　昭和56年以降

34,420 

16,470 

11,400 

1,780 

7,970 

1,650 

2,960 

20 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

総数

昭和55年以前

木造

(防火木造を除く)

防火木造

鉄筋・鉄骨

コンクリート造

鉄骨造

その他

木造一戸建：17,850 戸 

45,820 戸（81％） 

18,250 戸（91％） 



第２章 建築物の耐震化の現状等及び問題点、課題

－ 28 － 

(２) 住宅の耐震化の現状 

本市における平成 28 年度末時点の住宅の耐震化の状況および全国、島根県における平成 27

年度末時点の住宅の耐震化の状況を図 ２-１４に示す。 

本市の平成 28 年度末時点における住宅の耐震化率は 75％であり、県の 70％より約 5 ﾎﾟｲﾝﾄ

高い耐震化率となっているものの、全国の 83％に比べて約 8 ﾎﾟｲﾝﾄ低い耐震化率となっている。 

図 ２-１４ 住宅の耐震化の現状 

〔耐震化率の算出について〕 

平成 28 年度末の耐震化率を算出するにあたっては、住宅・土地統計調査および建築統計年

報の調査結果を用いて住宅数（居住世帯あり）を推計し、国及び島根県の算出方法をもとに

耐震化率を算出した。また、住宅・土地統計調査における建築時期が不詳の住宅については、

各建築の時期ごとの住宅戸数の割合に応じて住宅数を按分した。 

なお、全国と県の耐震化率は、島根県建築物耐震改修促進計画（平成 29年 3 月）から引用

した。 

72％

60％
〔約156,600戸〕

66％
〔約39,070戸〕

9％

8％
〔約21,000戸〕

6％
〔約3,750戸〕

2％

3％
〔約7,100戸〕

3％
〔約1,550戸〕

17％

30％
〔約77,600戸〕

25％
〔約14,570戸〕

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全国

(H27末)

島根県

(H27末)

出雲市

(H28末)

昭和56年以降の住宅耐震性あり 昭和55年以前の住宅耐震診断で耐震性あり

昭和55年以前の住宅耐震改修済み 昭和55年以前の住宅耐震性なし

耐震化率 83%

耐震化率 70%

耐震化率 75%
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本市における平成 28 年度末時点の住宅の耐震化について、建て方・構造別の現状を表 ２-９

に示す。 

昭和 55 年以前の住宅の約 9 割を占める木造一戸建ての耐震化率が 67％であり、全体の耐震

化率を下げている原因となっている。 

表 ２-９ 建て方・構造別住宅の耐震化の現状（平成 28 年度末推計） 

(３) 各地域における一戸建住宅の耐震化の現状 

本市の住宅の耐震化の現状について、市全体の建築物のうち一戸建住宅に相当する建築物を抽

出し、各地域における一戸建住宅の耐震化の現状を整理した。整理した結果は、GIS データを用い

てマップ上に色別で表現し、耐震化率の低い地域の把握を行った。図 ２-１５および図 ２-１６

に、地域別の耐震化率の状況を示す。 

 ※耐震化率の色分けは、町・丁及び字ごとにおこなっている。 

図 ２-１５の市全域の耐震化率をみると、市周辺の農山漁村地域などで耐震化率の低い傾向が

みられ、耐震化率 50％以下の地区が多く分布する状況である。また、市中心部や平田地域及び大

社地域の集落密集地にも耐震化率の低い地域がみられ、市中心部を拡大した図 ２-１６をみる

と、出雲市役所本庁舎や JR 出雲市駅周辺の市街地において、耐震化率 30％超～50％以下の地区が

分布する状況である。 

うち耐震性あり ③

3,680

1,620

5,300

67%

全体
昭和56年以降
の住宅 ①

昭和55年以前の住宅 ②
住宅数 ④
（①＋②）

耐震性あり
住宅数 ⑤
（①＋③）

現状の耐震化率（％）
（平成28年度末推計）

⑤/④

木造一戸建 24,540

17,740

42,280 28,220

耐震性なし
住宅数 ⑥
（②－③）

14,060

75%

その他 14,530

2,130

16,660 16,150 97%

合計 39,070

19,870

58,940 44,370

510

14,570
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 ※耐震化率の色分けは、町・丁及び字ごとにおこなっている。 

図 ２-１５ 一戸建住宅の耐震化率（出雲市全域） 

市中心部
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図 ２-１６ 一戸建住宅の耐震化率（出雲市中心部）  
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３‐２ 特定既存耐震不適格建築物

特定既存耐震不適格建築物の耐震化の現状について、「多数の者が利用する建築物」、「危険

物の貯蔵場又は処理場の用途に供する建築物」、「通行を確保すべき道路沿いの建築物」のそれ

ぞれについて以下にまとめる。 

(１) 多数の者が利用する建築物 

多数の者が利用する建築物の耐震化率を表 ２-１０に示す。また、用途別の詳細な集計結果

について表 ２-１１に示す。 

多数の者が利用する特定既存耐震不適格建築物の要件の用途と規模に該当する建築物は、市

内に 627 棟あり、そのうち耐震性があるとされる建築物は 535 棟で、耐震化率は 85.3％となっ

ており、県の約 86％とほぼ同等である。昭和 56年 5 月以前の建築物は 187棟（全体の 29.8％）

で、そのうち耐震性があるとされる建築物は約 5 割の 95 棟で、約半数が耐震化の進んでいな

い状況となっている。 

また、「災害時の拠点となる建築物」、「不特定多数の者が利用する建築物」、「特定多数の者が

利用する建築物」に区分し、それぞれの用途ごとの現状の耐震化率を把握したところ、災害拠

点が 90.4％（県 88％）、不特定多数が 76.3％（県 74％）、特定多数が 81.3％（県 86％）とな

っている。このうち、特定多数の建築物については県を 5 ﾎﾟｲﾝﾄほど下回る耐震化率となって

いる。 

表 ２-１０ 多数の者が利用する建築物の耐震化の現状 

① ② ③ ⑤ ⑥

④

(②+③) (②+④) (①-⑤) (⑤/①)

95

75

1

19

627 535 85.3%

昭和56年6月

以降

440

耐震化率
耐震性あり

うち耐震性

あり

建築物数

（単位：棟）

昭和56年5月

以前

耐震性なし

92187

90.4%

76.3%45

208 81.3%

282 30

14

48

105

15

67

庁舎、学校、幼稚園、

体育館、病院、福祉施

設など

ホテル、旅館、店舗、

遊技場、文化施設、銀

行など

賃貸住宅(共同住宅に

限る)、寄宿舎、事務

所、工場など

207

44

189

多数の者が利用する建築物
(特定既存耐震不適格建築物の要件に該当する用途

と規模の建築物)

312

59

256

不特定多数の

者が利用する

建築物

災害時の

拠点となる

建築物

特定多数の

者が利用する

建築物
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用途別の耐震化率（表 ２-１１）をみると、全体平均の耐震化率（85.3％）を下回るものが 9つ

の用途で確認されている。最も低い値となっているのが「13.事務所」の 58.8％であり、建築物数

も多い方であることから、耐震化率を大きく下げている一番の要因と判断される。次いで低い値は、

「3.体育館」の 64.3％である（5 施設が耐震性なし）。 

表 ２-１１ 多数の者が利用する建築物の耐震化の現状（用途別一覧） 

① ② ③ ⑨ ⑩

④ ⑧

⑤ ⑥

⑦

(②+③) (④+⑧) (⑤+⑥)
耐震改修

実施
(③-④) (②+⑤+⑦) (⑥-⑦+⑧) (⑨/①)

1
小学校、中学校、中等教育学校の前期課程若しく

は特別支援学校
158 100 58 56 15 41 28 2 143 15 90.5%

2 上記以外の学校 45 23 22 22 7 15 15 0 45 0 100.0%

3 14 8 6 3 1 2 0 3 9 5 64.3%

4 3 3 0 0 0 0 0 0 3 0 100.0%

5 24 18 6 4 3 1 1 2 22 2 91.7%

6 1 1 0 0 0 0 0 0 1 0 100.0%

7 4 2 2 2 1 1 0 0 3 1 75.0%

8 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 －

9 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 －

10 13 9 4 1 0 1 0 3 9 4 69.2%

11 28 20 8 0 0 0 0 8 20 8 71.4%

12 178 136 42 16 15 1 0 26 151 27 84.8%

13 34 16 18 6 3 3 1 12 20 14 58.8%

14 27 25 2 1 0 1 0 1 25 2 92.6%

15 11 10 1 0 0 0 0 1 10 1 90.9%

16 20 16 4 4 4 0 0 0 20 0 100.0%

17 3 3 0 0 0 0 0 0 3 0 100.0%

18 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 －

19 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 －

20 1 1 0 0 0 0 0 0 1 0 100.0%

21 3 2 1 0 0 0 0 1 2 1 66.7%

22 44 36 8 0 0 0 0 8 36 8 81.8%

23 3 3 0 0 0 0 0 0 3 0 100.0%

24 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 －

25 13 8 5 3 1 2 0 2 9 4 69.2%

627 440 187 118 50 68 45 69 535 92 85.3%

災害時の拠点となる建築物 312 207 105 93 31 62 44 12 282 30 90.4%

不特定多数の者が利用する建築物 59 44 15 3 1 2 0 12 45 14 76.3%

特定多数の者が利用する建築物 256 189 67 22 18 4 1 45 208 48 81.3%

（単位：棟）

用途

番号
用途

建築物数
昭和56年

6月以降

昭和56年

5月以前

耐震性

あり
耐震化率耐震診断

実施

耐震性

なし

百貨店、マーケットその他の物品販売業を営む店舗

耐震診断

未実施

耐震性
あり

耐震性
なし

学校

体育館（一般公共の用に供されるもの）

ボーリング場、スケート場、水泳場その他これらに類す

る運動施設

病院、診療所

劇場、観覧場、映画館、演芸場

集会場、公会堂

展示場

卸売市場

工場（危険物の貯蔵場又は処理場の用途に供する建築物

を除く。）

ホテル、旅館

賃貸住宅（共同住宅に限る。）、寄宿舎、下宿

事務所

老人ホーム、老人短期入所施設、福祉ホームその他これ

らに類するもの

老人福祉センター、児童厚生施設、身体障害者福祉セン
ターその他これらに類するもの

幼稚園、保育所

博物館、美術館、図書館

遊技場

公衆浴場

飲食店、キャバレー、料理店、ナイトクラブ、ダンス

ホールその他これらに類するもの

理髪店、質屋、貸衣装屋、銀行その他これらに類する
サービス業を営む店舗

特定多数

車両の停車場又は船舶若しくは航空機の発着場を構成す
る建築物で旅客の乗降又は待合の用に供するもの

自動車車庫その他の自動車又は自転車の停留又は駐車の

ための施設

保健所、税務署その他これらに類する公益上必要な建築
物

合　計

災害拠点

不特定多数
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全体及び所有者別（公共建築物、市有建築物、民間建築物）の耐震化の現状を表 ２-１２～

表 ２-１５にまとめる。表のうち、公共建築物と民間建築物をあわせたものが全体の建築物数

となり、公共建築物の中には市有建築物が含まれている。 

所有者別の耐震化率をみると、民間の不特定多数の建築物の耐震化率が 70.5％と一番低く、

民間の特定多数の建築物も 80.8％と平均値を下回ることから、民間の建築物の耐震化率が低い

状況となっている（表 ２-１５）。 

表 ２-１２ 多数の者が利用する建築物の耐震化の現状（全体） 

表 ２-１３ 多数の者が利用する建築物の耐震化の現状（公共建築物） 

表 ２-１４ 多数の者が利用する建築物の耐震化の現状（市有建築物） 

① ② ③ ⑨ ⑩

④ ⑧

⑤ ⑥

⑦

(②+③) (④+⑧) (⑤+⑥)
耐震改修
実施済み

(③-④) (②+⑤+⑦) (⑥-⑦+⑧) (⑨/①)

627 440 187 118 50 68 45 69 535 92 85.3%

災害時の拠点となる建築物 312 207 105 93 31 62 44 12 282 30 90.4%

不特定多数の者が利用する建築物 59 44 15 3 1 2 0 12 45 14 76.3%

特定多数の者が利用する建築物 256 189 67 22 18 4 1 45 208 48 81.3%

耐震診断

の結果
耐震性あり

耐震診断

未実施

耐震診断

実施全体

多数の者が利用する建築物
(特定既存耐震不適格建築物の要件に該当する用

途と規模の建築物)

耐震診断

の結果
耐震性なし

耐震化率建築物数
昭和56年6月

以降の

建築物

昭和56年5月
以前の

建築物

耐震性
あり

耐震性
なし

（単位：棟）

① ② ③ ⑨ ⑩

④ ⑧

⑤ ⑥

⑦

(②+③) (④+⑧) (⑤+⑥)
耐震改修
実施済み

(③-④) (②+⑤+⑦) (⑥-⑦+⑧) (⑨/①)

364 233 131 104 44 60 41 27 318 46 87.4%

災害時の拠点となる建築物 244 147 97 88 30 58 41 9 218 26 89.3%

不特定多数の者が利用する建築物 15 13 2 2 1 1 0 0 14 1 93.3%

特定多数の者が利用する建築物 105 73 32 14 13 1 0 18 86 19 81.9%

（単位：棟）

耐震性
あり

耐震性
なし

多数の者が利用する建築物
(特定既存耐震不適格建築物の要件に該当する用

途と規模の建築物)

耐震化率耐震診断

実施

耐震診断

未実施
耐震診断

の結果
耐震性あり

耐震診断

の結果
耐震性なし

公共建築物
建築物数

昭和56年6月
以降の

建築物

昭和56年5月
以前の

建築物

① ② ③ ⑨ ⑩

④ ⑧

⑤ ⑥

⑦

(②+③) (④+⑧) (⑤+⑥)
耐震改修
実施済み

(③-④) (②+⑤+⑦) (⑥-⑦+⑧) (⑨/①)

229 154 75 66 21 45 26 9 201 28 87.8%

災害時の拠点となる建築物 184 113 71 63 20 43 26 8 159 25 86.4%

不特定多数の者が利用する建築物 10 8 2 2 1 1 0 0 9 1 90.0%

特定多数の者が利用する建築物 35 33 2 1 0 1 0 1 33 2 94.3%

（単位：棟）

耐震性
あり

耐震性
なし

多数の者が利用する建築物
(特定既存耐震不適格建築物の要件に該当する用

途と規模の建築物)

昭和56年5月
以前の

建築物

耐震化率耐震診断

実施

耐震診断

未実施
耐震診断

の結果
耐震性あり

耐震診断

の結果
耐震性なし

市有建築物
建築物数

昭和56年6月
以降の

建築物
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表 ２-１５ 多数の者が利用する建築物の耐震化の現状（民間建築物） 

① ② ③ ⑨ ⑩

④ ⑧

⑤ ⑥

⑦

(②+③) (④+⑧) (⑤+⑥)
耐震改修
実施済み

(③-④) (②+⑤+⑦) (⑥-⑦+⑧) (⑨/①)

263 207 56 14 6 8 4 42 217 46 82.5%

災害時の拠点となる建築物 68 60 8 5 1 4 3 3 64 4 94.1%

不特定多数の者が利用する建築物 44 31 13 1 0 1 0 12 31 13 70.5%

特定多数の者が利用する建築物 151 116 35 8 5 3 1 27 122 29 80.8%

（単位：棟）

耐震性
あり

耐震性
なし

多数の者が利用する建築物
(特定既存耐震不適格建築物の要件に該当する用

途と規模の建築物)

民間建築物
建築物数

昭和56年6月
以降の

建築物

昭和56年5月
以前の

建築物

耐震化率耐震診断

実施

耐震診断

未実施
耐震診断

の結果
耐震性あり

耐震診断

の結果
耐震性なし
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(２) 危険物の貯蔵場又は処理場の用途に供する建築物 

危険物の貯蔵場又は処理場の用途に供する建築物の耐震化率を表 ２-１６に示す。 

危険物の貯蔵場又は処理場の用途に供する建築物のうち、政令で定める数量以上の危険物を

貯蔵又は処理する建築物は、市内に 32棟あり、そのうち耐震性があるとされる建築物は 25棟

で、耐震化率は 78.1％となっている。この耐震化率は、県の約 68％より 10 ﾎﾟｲﾝﾄほど高い値

となっている。 

昭和 56年 5月以前の旧耐震の建物である7棟のうち、耐震診断を実施しているものはなく、

すべての建物について耐震性の確認を行う必要がある。 

表 ２-１６ 危険物の貯蔵場又は処理場の用途に供する建築物の耐震化の現状 

建物用途別及び危険物の種類別の集計結果を、表 ２-１７及び表 ２-１８に示す。 

表 ２-１７ 危険物の貯蔵場又は処理場の用途に供する建築物の耐震化の現状(建物用途別) 

① ② ③ ⑤ ⑥

建築物数 ④ 耐震性あり 耐震性なし

(②+③) うち耐震性あり (②+④) (③-④) (⑤/①)

0

危険物の貯蔵場又は

処理場の用途に供する
建築物

（政令で定める危険物の種類

と数量に該当するもの）

25 2532

（単位：棟）

耐震化率

7

昭和56年6月

以降

昭和56年5月

以前

78.1%7

① ② ③ ⑨ ⑩

④ ⑧

⑤ ⑥

⑦

(②+③) (④+⑧) (⑤+⑥)
耐震改修

実施
(③-④) (②+⑤+⑦) (⑥-⑦+⑧) (⑨/①)

32 25 7 0 0 0 0 7 25 7 78.1%

屋内貯蔵所 21 16 5 0 0 0 0 5 16 5 76.2%

一般取扱所 6 6 0 0 0 0 0 0 6 0 100%

工場 3 3 0 0 0 0 0 0 3 0 100%

発電所 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 －

火薬庫 2 0 2 0 0 0 0 2 0 2 0%

その他 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 －

（単位：棟）

合計

昭和56年

5月以前

耐震性

あり
建築物数

昭和56年

6月以降
耐震化率耐震診断

実施

耐震診断

未実施
耐震性

あり

耐震性

なし

耐震性

なし
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表 ２-１８ 危険物の貯蔵場又は処理場の用途に供する建築物の耐震化の現状(危険物の種類別) 

建物用途別の耐震化率（表 ２-１７）をみると、全体平均の耐震化率（78.1％）を下回るも

のが屋内貯蔵所と火薬庫であり、最も低い値となっているのが火薬庫の 0％である。また、危

険物の種類別の耐震化率（表 ２-１８）をみると、全体平均の耐震化率（78.1％）を下回るも

のが火薬類と第 5類であり、いずれの耐震化率も 0％となっている。 

① ② ③ ⑨ ⑩

④ ⑧

⑤ ⑥

⑦

(②+③) (④+⑧) (⑤+⑥)
耐震改修

実施
(③-④) (②+⑤+⑦) (⑥-⑦+⑧) (⑨/①)

32 25 7 0 0 0 0 7 25 7 78.1%

火薬類 2 0 2 0 0 0 0 2 0 2 0%

第1類
（塩素酸塩類、硫酸塩類

等）

1 1 0 0 0 0 0 0 1 0 100%

第2類
（硫化リン、硫黄等）

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 －

第3類
（カリウム、ナトリウム

等）

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 －

第4類
（ガソリン、灯油等）

28 24 4 0 0 0 0 4 24 4 85.7%

第5類
（有機過酸化物、ニトロ

化合物等）

1 0 1 0 0 0 0 1 0 1 0%

（単位：棟）

合計

建築物数
昭和56年

6月以降

昭和56年

5月以前

耐震性

あり
耐震診断

実施

耐震診断

未実施
耐震性

あり

耐震性

なし

耐震化率
耐震性

なし
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３‐３ 通行を確保すべき道路沿いの建築物

「島根県緊急輸送道路ネットワーク計画（平成 25年 6 月）」に定められた第１次～第３次の

緊急輸送道路を閉塞するおそれのある住宅・建築物について調査した。その結果を表 ２-１９

に示す。 

前促進計画での平成 27年度目標は、平成 17 年度時点で 106 棟あった通行障害既存耐震不適

格建築物を 11 棟とするものであったが、平成 28 年度末において 40 棟現存しており、目標ま

で 29棟及んでいない。 

表 ２-１９ 第１次～第３次の緊急輸送道路沿道の通行障害既存耐震不適格建築物数 

※通行障害既存耐震不適格建築物とは、下図に該当する旧耐震基準で建てられた建築物のうち、耐

震性ありとされた建築物を除いたものをいう。 

なお、緊急輸送道路は、「島根県緊急輸送道路ネットワーク計画（平成 25 年 6 月）」により

次のように定められている。 

■第１次緊急輸送道路

・島根県と隣接県との広域的な連携を確保する緊急輸送道路ネットワークの骨格となる道路 

・東西、南北方向の広域的な連携を確保する高規格幹線道路、および主要な一般国道を設定

する。また、これらの路線と第１次防災拠点を連絡する路線を設定する。 

■第２次緊急輸送道路

・県内市町村相互の連携の確保及び第１次緊急輸送道路を補完し、緊急輸送道路ネットワー

クを形成する道路。 

・第１次緊急輸送道路と第２次防災拠点を連絡する路線を設定する。 

■第３次緊急輸送道路

・第１次及び第２次緊急輸送道路と第３次防災拠点を連絡する路線を設定する。

道路種別 建築物数(棟)

第１次緊急輸送道路 20

第２次緊急輸送道路 20

第３次緊急輸送道路 0

計 40

①前面道路幅員が１２ｍを超える場合 

 幅員の１／２の高さを超える建築物 

②前面道路幅員が１２ｍ以下の場合 

 ６ｍの高さを超える建築物 

中央

高さ(L/2)

45°

前面道路(L)

特
定
建
築
物

高さ 6m

道路 4m

６m

道路を閉塞させる住宅・建築物 
 ※多数の者の円滑な避難を困難とするおそれがある住宅・建築物
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島根県が定める緊急輸送道路ネットワーク計画の概要を図 ２-１７に示す。また、島根県

が定めた出雲市内の緊急輸送道路の一覧表を表 ２-２０に、県全域の緊急輸送道路網を図 

２-１８に、出雲市内の緊急輸送道路網を図 ２-１９に示す。 

図 ２-１７ 緊急輸送道路ネットワークの概要 

（出典：島根県緊急輸送道路ネットワーク計画の概要） 
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表 ２-２０ 出雲市内の緊急輸送道路一覧表【機能区分別】（平成 25 年 6 月 1日時点） 

（出典：島根県緊急輸送道路ネットワーク計画 平成 25 年 6 月）

Ｎｏ, 区分 道路種別 管理者 路線名 延長 区間

1 第1次 高速自動車国道 西日本高速道路(株) 山陰道 33.7 松江玉造IC～出雲IC

2 第1次 一般国道（指定） 国土交通省 国道9号 228.6 全線

3 第1次 一般国道（指定） 国土交通省 国道9号　出雲バイパス 8.7 全線

4 第1次 主要地方道 島根県 斐川一畑大社線 5.3 （一）出雲空港線交点～国道431号

5 第1次 主要地方道 島根県 斐川一畑大社線 1.1 （一）鰐淵寺線交点～河下港臨港道路（垂水）

6 第1次 主要地方道 島根県 出雲三刀屋線 15.9 全線

7 第1次 一般県道 島根県 斐川上島線 3 斐川ＩＣ～国道9号交点

8 第1次 一般県道 島根県 木次直江停車場線 2.1 国道9号交点～町道610号交点

9 第1次 一般県道 島根県 出雲空港線 3.9 全線

10 第1次 一般県道 島根県 遥堪今市線 0.5 国道9号交点～（一）矢尾今市線交点

11 第1次 一般県道 島根県 矢尾今市線 2.7 全線

12 第1次 一般県道 島根県 出雲空港宍道線 1 全線

13 第1次 一般県道 島根県 出雲インター線 1.9 国道9号交点～出雲ＩＣ

14 第1次 一般県道 島根県 出雲インター線 1.1 出雲ＩＣ～（一）大社立久恵線

15 第1次 一般県道 島根県 多伎江南出雲線 6.9 （一）出雲インター線～（市）今市川跡日下線

16 第1次 一般県道 島根県 多伎インター線 1.1 国道9号交点～多伎ＩＣ（仮）

17 第1次 一般県道 島根県 鰐淵寺線 5 （主）斐川一畑大社線交点～（一）十六島直江停車場線交点

18 第1次 一般県道 島根県 十六島直江停車場線 5.5 （一）鰐淵寺線交点～国道9号交点

19 第1次 出雲市道 出雲市 斐川610号線 2.4 （一）斐川上島線交点～（一）木次直江停車場線交点

20 第1次 出雲市道 出雲市 今市川跡日下線 0.6 （一）多伎江南出雲線交点～国道9号出雲バイパス交点

21 第1次 一般国道（指定） 国土交通省 山陰道（国道9号多伎・朝山道路） － 全線

22 第1次 一般国道（指定） 国土交通省 山陰道（国道9号湖陵・多伎道路） － 全線

23 第1次 一般国道（指定） 国土交通省 山陰道（国道9号出雲・湖陵道路） － 全線

24 第1次 一般国道（指定外） 島根県 国道431号 － 東林木バイパス

25 第1次 一般県道 島根県 矢尾今市線 － 大塚工区

Ｎｏ, 区分 道路種別 管理者 路線名 延長 区間

26 第2次 一般国道（指定外） 島根県 国道184号 38.9 国道9号交点～（主）川本波多線交点

27 第2次 一般国道（指定外） 島根県 国道431号 5 国道9号交点～（市）浜山公園線交点

28 第2次 一般国道（指定外） 島根県 国道431号 5.6 （一）斐川出雲大社線交点～（一）矢尾今市線交点

29 第2次 主要地方道 島根県 出雲市停車場線 0.7 全線

30 第2次 主要地方道 島根県 出雲大社線 5.1 全線

31 第2次 主要地方道 島根県 湖陵掛合線 8.8 国道9号交点～国道184号交点

32 第2次 主要地方道 島根県 湖陵掛合線 13.8 国道184号交点～国道54号交点

33 第2次 一般県道 島根県 斐川出雲大社線 0.8 （市）神門中筋線交点～国道431号交点

34 第2次 一般県道 島根県 斐川出雲大社線 7.1 （一）十六島直江停車場線交点～（一）矢尾今市線交点

35 第2次 一般県道 島根県 大社立久恵線 3.4 （市）浜山公園線交点～（市）高松294号線交点

36 第2次 一般県道 島根県 西出雲停車場線 0.3 全線

37 第2次 出雲市道 出雲市 浜山公園線 1.9 国道431号交点～浜山公園路～（主）出雲大社線交点

38 第2次 出雲市道 出雲市 神門中筋線 1.1 （市）浜山公園線交点～(一)斐川出雲大社線交点

39 第2次 出雲市道 出雲市 有原東町線 1.7 国道184号交点～(一)多伎江南出雲線交点

40 第2次 出雲市道 出雲市 植松浜線 1 (市)松寄下浜線交点～(一)大社立久恵線交点

41 第2次 出雲市道 出雲市 高松294号線 1.3 国道9号交点～(一）大社立久恵線交点

42 第2次 出雲市道 出雲市 松寄下浜線 0.5 (主）出雲大社線交点～(市)植松浜線交点

43 第2次 出雲市道 出雲市 大津上塩冶線 0.8 (一)多伎江南出雲線交点～(市)今市菅沢線交点

44 第2次 出雲市道 出雲市 今市167号線 0.5 (一)多伎江南出雲線～出雲郵便局

45 第2次 出雲市道 出雲市 今市菅沢線 0.2 (市)大津上塩治線～出雲ガス新社屋付近

46 第2次 出雲市道 出雲市 斐川4号線 2 (一)木次直江停車場線交点～斐川公園入口

47 第2次 出雲市道 出雲市 古志神西団地三部線 1.4 (一)出雲インター線交点～出雲西消防署

48 第2次 その他 都市計画課 浜山公園園路 0.6 (市)浜山公園線交点～(市)浜山公園線交点

Ｎｏ, 区分 道路種別 管理者 路線名 延長 区間

49 第3次 一般国道(指定外) 島根県 国道431号 0.2 (市)浜山公園線交点～（主）大社日御碕線交点

50 第3次 主要地方道 島根県 大社日御碕線 0.5 国道431号交点～出雲市道交点（下水道管理事務所）付近

51 第3次 一般県道 島根県 出雲平田線 1.8 国道9号出雲バイパス交点～斐伊川場外離着陸場

52 第3次 一般県道 島根県 斐川出雲大社線 1.1 矢尾今市線交点～出雲市道交点（出雲ドーム場外離着陸場付近）

53 第3次 出雲市道 出雲市 中ノ島環状線 0.4 国道431号交点～（市）大倉中ノ島線交点

54 第3次 出雲市道 出雲市 大倉中ノ島線 0.2 （市）中ノ島環状線交点～（市）東平田明川線

55 第3次 出雲市道 出雲市 東平田明川線 0.3 （市）大倉中ノ島線交点～平田場外離着陸場

56 第3次 出雲市道 出雲市 渡橋平野線 0.5 （一）斐川出雲大社線交点～出雲ドーム正面入口前

57 第3次 出雲市道 出雲市 斐川1003号線 2 （市）斐川610号線交点～斐川牧場場外離着陸場

58 第3次 出雲市道 出雲市 神門191号線 0.3 （一）多伎江南線交点～ＪＲ西出雲駅
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図 ２-１８ 緊急輸送道路網図（島根県全域 平成 25 年 6 月 1日時点） 

（出典：島根県緊急輸送道路ネットワーク計画 平成 25 年 6 月 ）
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図 ２-１９ 緊急輸送道路網図（出雲県土整備事務所管内 平成 25 年 6 月 1 日時点） 

（出典：島根県緊急輸送道路ネットワーク計画 平成 25 年 6 月 一部修正）
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４. 建築物の耐震化における問題点及び今後の課題
４‐１ 問題点の整理

(１) 住宅 

 現行の耐震基準を満たさないおそれのある昭和 56年 5 月以前（旧耐震基準）の住宅が住宅

数の約 35％を占めている。その大部分（約 89％）が耐震性に劣る木造一戸建ての住宅であ

る。このため、大規模地震時には多数の住宅が被害を受ける危険性が高いものと予想され

る。 

 住宅の耐震化率は 75％で目標の 90％に対して耐震化が進んでいない。特に、木造一戸建て

の耐震化率は 67％と低い（耐震性なしの住宅数が約 14,060 戸）。耐震改修の取り組みが少

ない老朽木造一戸建住宅は、高齢者世帯の割合が多いため、資金面や今後の生活設計など

から耐震改修が進みにくい状況にある。 

 市周辺部の農山漁村地域などで耐震化率が低い傾向にあり、市中心部から距離があること

や過疎化による若者人口の減少などにより、耐震診断・耐震改修が進みにくい状況にある。 

(２) 特定既存耐震不適格建築物 

ア 多数の者が利用する建築物 

 特定既存耐震不適格建築物は、それぞれ施設機能から耐震性能の確保が期待されてい

るにもかかわらず、昭和 56 年 5 月以前（旧耐震基準）の建築物の約半数で耐震化が

進んでいない。さらに、耐震改修の前提となる耐震診断の実施状況も悪い。 

 公共建築物の災害拠点の耐震化率は約 89％で、災害時に重要な役割を果たす建築物の

耐震化率が 100％でないことから、避難等の防災計画に影響を及ぼす可能性がある。 

 民間の不特定建築物（約 71％）および特定建築物（約 81％）の耐震化率が低く、それ

を先導する立場にある公共建築物の耐震化率も目標を下回っており、行政が今後、民

間を強く指導するうえでは支障となるおそれがある。 

表 ２-２１ 多数の者が利用する建築物の用途別問題点 

用  途 問 題 点 等 

災害時の拠点となる建築物
重要施設であるにもかかわらず耐震化率 90％と 100％に満たない｡災害時

の機能確保のため早急に耐震化に取り組む必要がある。 

不特定多数の者が利用する

建築物 

多数が利用する施設であるにもかかわらず耐震化率は 76％と低い。利用

者が被害を受けることがないよう、積極的に耐震化を進める必要がある。

特に、ホテル・旅館など就寝機能を持つ建築物については積極的に取り組

む必要がある。 

特定多数の者が利用する 

建築物 

耐震化率は 81％である。共同住宅など就寝機能を持つ建築物については、

生活の場の安全を確保する観点から耐震化を促進する必要がある。 
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イ 危険物の貯蔵場又は処理場の用途に供する建築物 

 周辺への危険性が高い施設であるにもかかわらず耐震化率は 78％と低い。耐震改修未

実施の建築物すべてが耐震診断を実施しておらず、耐震化への取り組み状況が悪い。 

ウ 通行を確保すべき道路沿いの建築物 

 通行障害既存耐震不適格建築物の多くは、人口の多い地区内に位置している。道路が

閉塞されることで、多くの被災者に対する避難活動や救助活動に遅れが生じる可能性

がある。 

(３) 市街地 

 市街地に耐震化率の低い地区があり、道路が狭隘な老朽住宅密集地域では、多数の建

物倒壊により避難活動や救助活動が困難になるおそれがある。火災が拡大した場合は、

多数の死傷者が出る大規模な市街地災害に発展する可能性がある。 

(４) 所有者の意識及び要望等 

地震対策出前講座でのアンケート結果をもとに問題点を整理した。 

 大部分の人が大きな地震が起きると思っているが、自分が被災者となり得ると回答する

人は少ない。約半数の人が地震に対する備えを行っていない状況から、実際に被害を受

けるような大規模地震が発生する可能性があるという意識はまだ低い。 

 まだ多くの人が、耐震診断・耐震改修の補助制度を認知しておらず、耐震改修の補助制

度についての情報が広まっていない。 

 「自分の家の耐震性が低いと分かれば耐震改修を検討しようと思う」と回答した人は多

い。しかし、実際は何をすれば良いか分からなかったり、費用の面から耐震化に踏み切

れなかったりする状況がある。これまで実際に耐震診断を行った人はごく僅かである。

多くの人が耐震診断を行っておらず、自宅の耐震性の有無を知らない状況にある。 
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４‐２ 課題の整理

(１) 市民一丸となった促進体制づくり 

市内に存在する多数の既存耐震不適格建築物の耐震化を促進するためには、行政の取り組み

だけでは自ずと限界があり、それらの建築物所有者を含む市民が一丸となって取り組むことが

必要である。 

建築物の所有者が自己責任で対応することを原則に、地域住民、建築事業者及びその団体等

もその責任と役割を認識し、それぞれの立場で主体的に取り組んでもらう仕組みづくりを検討

する必要がある。 

(２) 公共による適切な支援・誘導の実施 

市は、建築物所有者や民間事業者などの取り組みが円滑に行われるよう適切に誘導する。そ

れとともに、費用が多額で所有者等が容易に対応できない耐震改修等については、所有者の負

担を軽減することと、地域住民や利用者等の安全を確保する観点から、県と連携した支援制度

の実施や耐震改修促進税制の活用を検討する必要がある。 

(３) 所有者等の地震防災意識の啓発 

建築物の所有者や地域住民による自主的な耐震化を促進するためには、市内において大規模

地震が発生する可能性や発生した場合の被害の大きさを正しく認識してもらう必要がある。そ

して、耐震診断、耐震改修の必要性について理解してもらうことが大前提となる。 

このため、地震の危険性を実感できる地震防災マップや効果的な啓発メディアを整備し、豊

富な情報提供と多様な学習機会の提供に努める必要がある。 

(４) 多量な老朽住宅ストック対策の実施 

多量に存在する老朽木造住宅の耐震化を一挙に促進するためには、従来の個別的対応では限

界がある。耐震化の促進を地域の問題として自治会組織で取り組む方法、またリフォームや設

備更新時にあわせて建築事業者が耐震改修を提案するなど多様な方法を検討する必要がある。 

また、老朽住宅には高齢者が居住している割合が多いことから、高齢者世帯への支援制度の

検討が必要である。 

(５) 特定既存耐震不適格建築物の耐震対策の強化 

特定既存耐震不適格建築物については、その耐震性の有無が災害時に大きな影響を与える

ため、早急に耐震化を進めることが大きな課題である。特に、「災害時の拠点となる建築物」

の耐震化率が十分ではない状況を鑑み、今後これらの建築物の耐震化に重点的に取り組むと

ともに、民間を先導する立場から公共建築物は率先して耐震化を推進する必要がある。ま

た、人口の多い地区内での建築物の倒壊による道路閉塞は､避難経路の確保や円滑な避難･救

助活動の実施に大きな影響を及ぼすと考えられることから、その対策を重点的に進める必要

がある。 



第２章 建築物の耐震化の現状等及び問題点、課題

－ 46 － 

(６) 耐震化促進のための環境整備 

既存耐震不適格建築物の所有者が安心して耐震化に取り組むためには、その環境を整備する

ことが重要である。このため、耐震診断及び耐震改修に関する信頼できる技術者の養成と情報

提供、耐震性のある建築物を提供するための新たな技術開発の取り組み、並びに市民からの相

談に対して的確に対応できる体制の整備等が必要である。 

(７) 建築物以外の安全対策への配慮 

地震災害においては、いくら建築物は安全でも、ブロック塀の倒壊、窓ガラスや天井の落下、

エレベーターの閉じ込め事故および家具の転倒により多くの死傷者が生じるおそれがあるこ

とから、建築物以外についても対策を行う必要がある。また、災害時の拠点施設に機能障害が

生じることも予想され、多数の負傷者の救急活動を行う病院においても医療機器や備品等の転

倒防止対策を講ずる必要がある。さらに、地震による土砂災害の発生も予想されるため、がけ

地付近や地すべり地等では土砂崩壊に備えた家屋の安全対策を進める必要がある。 

(８) 密集市街地の防災対策の実施 

密集市街地では、避難・救助・消火活動等が困難で大規模な市街地災害を引き起こすおそれ

がある。密集市街地の地域住民には、地震時の危険性を認識してもらい、災害に強い街づくり

に向け地域の機運を醸成するとともに、建築物の耐震化や防火対策、狭隘道路の拡幅、新たな

道路や広場の整備など総合的な防災対策を実施する必要がある。 

(９) 震災後の応急対策の準備 

大規模地震による家屋被害を最小限にするための予防対策として、建築物の耐震化を促進す

ることは極めて重要である。地域防災計画の被害想定によると、多数のり災世帯が発生するこ

とが予想されることから、余震による被災家屋の二次災害防止や応急修繕の対策、及び避難住

民に提供する仮住居の確保など震災後の応急対策についても、十分な準備を行っておく必要が

ある。 

(１０) 法令に基づく指導等の強化 

既存耐震不適格建築物の耐震化を促進するためには､所有者の自覚と耐震化に取り組む動機

付けを与えることが必要である。このため、所管行政庁としての役割を担う市は、既存耐震不

適格建築物の耐震診断・耐震改修がなされるよう、耐震改修促進法による指導、指示及び公表

並びに建築基準法による勧告、命令等の法的措置を厳格に執行することが必要である。 

また、耐震診断結果の報告を義務づけることによる対応を円滑に進めるため、耐震改修に係

る建築基準法上の特例（耐震改修に係る容積率、建ぺい率の特例）、耐震診断を行う建築士など

の情報提供が必要である。 
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第３章 建築物の耐震診断及び耐震改修の実施に関する目標

１. 目標設定における基本的な考え方
耐震改修促進法に基づき、平成 18 年の国の基本方針において、住宅や多数の者が利用する

建築物の耐震化率を平成 27 年までに 90％とする目標が定められた。さらに平成 28 年に見直

された国の基本方針では、住宅や多数の者が利用する建築物の耐震化率を平成 32 年までに

95％とする目標を定め、建築物に対する指導等の強化や計画的な耐震化の促進を図っている。

これを受け、島根県は、国の基本方針を基本としながらも、県内の耐震化の状況を勘案し、島

根県建築物耐震改修促進計画（平成 29 年 3 月）において、平成 37年までに住宅の耐震化率を

90%、多数の者が利用する建築物の耐震化率を 95%とするとの目標を示した。 

本市の耐震化率の現状は､住宅で 75％、多数の者が利用する建築物で 85％となっているが、

今後、国の基本方針に従い、積極的に耐震改修に取り組んでいくこととし、8 年後の目標は、

上位計画である県の計画に合わせて設定する。 

なお、耐震化率の目標値については、進捗に応じて適宜検証することとする。 
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２. 住宅の耐震化の目標
住宅の耐震化率については、県の目標を踏まえ、平成 28年度末の 75％を平成 37年度末まで

に 90％まで引き上げることを目標とする。 

目標を設定するため、平成 37年度末の居住がある住宅数を推計すると、表 ３-１の「参

考：耐震化の取り組みなしの場合」に示すように総戸数は約 63,890 戸となる。そのうち、耐

震性ありとされる住宅数は約 53,700 戸となり、耐震化率は約 84％と予想される。耐震化の取

り組みをしない場合、建替え等により新設住宅数は増えるものの、耐震改修の数の増加はほ

とんど見込まれない。 

平成 37 年度末に耐震化率 90％の目標を達成するためには、現状の耐震化率から 15 ﾎﾟｲﾝﾄ上

昇させる必要がある。そのため、老朽住宅の改善をこれまで以上のペースで進める必要があ

る。建替えについては 13,140 戸（平均 1,460 戸／年）、耐震改修については 1,300 戸（平均

144 戸／年）を実施し、現状で耐震性なしとされる 14,570 戸を 6,390 戸まで減少させる必要

がある。また、昭和 55年以前の耐震性なしの住宅のうち、その大部分を木造一戸建（14,060

戸）が占めている。住宅の耐震化を促進するためには、昭和 55年以前の木造一戸建住宅の建

替えおよび耐震改修工事が最重要となる。 

表 ３-１ 住宅の耐震化の目標 

図 ３-１ 住宅の耐震化の目標  

木造一戸建 その他 合計 木造一戸建 その他 合計 木造一戸建 その他 合計
（戸） （戸） （戸） （戸） （戸） （戸） （戸） （戸） （戸）

① 24,540 14,530 39,070 34,060 18,150 52,210 30,640 18,150 48,790

② 17,740 2,130 19,870 10,060 1,620 11,680 13,480 1,620 15,100

2,130 1,620 3,750 1,210 1,230 2,440 1,620 1,230 2,850

1,550 0 1,550 2,850 0 2,850 2,060 0 2,060

14,060 510 14,570 6,000 390 6,390 9,800 390 10,190

⑥ 42,280 16,660 58,940 44,120 19,770 63,890 44,120 19,770 63,890

⑦ 28,220 16,150 44,370 38,120 19,380 57,500 34,320 19,380 53,700

⑧ 67% 97% 75% 86% 98% 90% 78% 98% 84%耐震化率　　（⑦/⑥）

現状
（平成28年度末）

目標
（平成37年度末推計）

参考：耐震化の取り組みなしの場合
（平成37年度末推計）

昭和56年以降の住宅

昭和55年以前の住宅

 ③ 耐震診断で耐震性あり

 ④ 耐震改修済み

 ⑤ 耐震性なし

住宅数　　　　　　　　（①＋②）

耐震性あり住宅数　（①＋③＋④）

S56以降耐震性あり
66%

S55以前耐震診断
で耐震性あり

6%

S55以前耐震改修済み
3%

S55以前耐震性なし
25%

住宅の耐震化の状況（平成28年度末）

S56以降耐震性あり S55以前耐震診断で耐震性あり

S55以前耐震改修済み S55以前耐震性なし

S56以降耐震性あり
82%

S55以前耐震診断
で耐震性あり

4%

S55以前耐震改修済み
4%

S55以前耐震性なし
10%

平成37年度末の目標

S56以降耐震性あり S55以前耐震診断で耐震性あり

S55以前耐震改修済み S55以前耐震性なし

耐震化

の推進
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図 ３-２ 住宅の耐震化の推進イメージ 

※新築や建替等の更新によって、平成 37 年度末には「取り組みなしの場合の耐震化率」まで上昇する
と予測されるが、「目標耐震化率」の達成のためには「施策による効果」が必要である。 

100％ 

耐
震
化
率

平成 17 年度 

75％ 

90％ 

84％ 

平成 28 年度末 平成 37 年度末 

66％ 

取り組みなしの 

場合の耐震化率 

施策による効果※ 

目標耐震化率 

〔平成 28 年度末の推計〕 

総戸数 58,940 戸 

耐震性あり 44,370 戸 

耐震性なし 14,570 戸 

耐震化率 75％ 

〔平成 37 年度末の目標〕 

総戸数 63,890 戸 

耐震性あり 57,500 戸 

耐震性なし  6,390 戸 

耐震化率 90％ 

従来の約 1.4 倍 

↓ 

新築・建替：13,140 戸 

耐震改修： 1,300 戸 
↑ 

従来の約 2.5 倍 
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３. 特定既存耐震不適格建築物の耐震化の目標
３‐１ 多数の者が利用する建築物

多数の者が利用する建築物の耐震化率についても、県の目標を踏まえ、現状の約 85％を平成

37 年度末までに 95％まで引き上げることを目標とする。 

また、多数の者が利用する建築物を「災害時の拠点となる建築物」、「不特定多数の者が利用

する建築物」、「特定多数の者が利用する建築物」に区分し、それぞれの用途ごとに耐震化の目

標も設定する。 

表 ３-２ 多数の者が利用する建築物の耐震化の目標 

３‐２ 危険物の貯蔵場又は処理場の用途に供する建築物

危険物の貯蔵場又は処理場の用途に供する建築物の耐震化率についても、県の目標を踏まえ、

現状の約 78％を平成 37年度末までに 95％まで引き上げることを目標とする。この目標を達成

するためには､7 棟の耐震性のない建築物の耐震診断及び耐震改修が必要となる。（第２章 表 

２-１６参照） 

表 ３-３ 危険物の貯蔵場又は処理場の用途に供する建築物の耐震化の目標 

公共

建築物

民間

建築物

87.4% 82.5%

89.3% 94.1%

93.3% 70.5%

81.9% 80.8%

100%

95%

95%

多数の者が利用する建築物
(特定既存耐震不適格建築物の要件に該当する用途と規模の建築物)

85.3%

建築物

95%

現在の耐震化率

（平成28年度末）

耐震化の目標

（平成37年度末）

災害時の拠点となる

建築物
庁舎、学校、幼稚園、体育館、

病院、福祉施設など

特定多数の者が利用する

建築物
賃貸住宅(共同住宅に限る)、寄

宿舎、事務所、工場など

76.3%
不特定多数の者が利用する

建築物
ホテル、旅館、店舗、遊技場、

文化施設、銀行など

90.4%

81.3%

危険物の貯蔵場又は処理場

の用途に供する建築物
（政令で定める危険物の種類と数量に該当するもの）

78.1% 95%

建築物
現在の耐震化率
（平成28年度末）

耐震化の目標
（平成37年度末）
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３‐３ 通行を確保すべき道路沿いの建築物

(１) 地震発生時に通行を確保すべき道路の指定 

建築物の倒壊によって緊急車両の通行や住民避難の妨げになる恐れのある道路として島根

県緊急輸送道路ネットワーク計画（平成 25 年 6 月 1 日時点）に定められた第 1 次、第 2 次及

び第 3次緊急輸送道路を位置づけ、その沿道の通行障害となる建築物の耐震化を促進する。 

緊急輸送道路沿いの通行障害となる建築物の耐震化に当たっては、道路部局が実施している

道路橋の耐震化状況を踏まえながら優先地区を選定する。また、緊急輸送道路の見直しが行わ

れた場合は、沿道の通行障害となる建築物についても見直しを行い、計画の整合を図ることと

する。 

(２) 耐震化の目標設定 

緊急輸送道路沿いの通行障害既存耐震不適格建築物についても､県の目標を踏まえ、平成 37

年度末までに当該建築物数に対する耐震化率を 95％とすることを目標とする。 

表 ３-４ 通行を確保すべき道路沿いの通行障害既存耐震不適格建築物の耐震化の目標 

耐震化実施棟数

（平成37年度末）

〔耐震改修率〕

38棟

〔95%〕

計 40棟

道路種別
建築物棟数

（平成28年度末）

 第１次緊急輸送道路

 第２次緊急輸送道路

 第３次緊急輸送道路

20棟

20棟

0棟
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４. 公共建築物の耐震化の目標
多数の者が利用する特定既存耐震不適格建築物のうち公共建築物の耐震化率の目標につい

ても、県の目標を踏まえ、現状の約 87％を平成 37 年度末までに 100％とすることを目標とす

る。 

公共建築物は、民間建築物の耐震化を先導するために、耐震診断については、できるだけ早

期に全ての建築物において実施することを目標とする。 

小・中学校、高等学校、体育館、病院、診療所、市役所、支所、警察署及び消防署等につい

ては、地震が発生した場合、避難場所や防災拠点としてその機能を失ってはならない施設であ

る。また、幼稚園、保育園、老人ホーム及び老人福祉センター等は地震時に利用者自らが避難

することが難しい。よって、これらの建築物は、関係部局と連携して強力に耐震化を進めてい

くこととする。 

表 ３-５ 公共建築物の耐震化の目標 

表 ３-６ 市有建築物の耐震化の目標 

災害時の拠点となる

建築物
庁舎、学校、幼稚園、体育館、

病院、福祉施設など
89.3% 100%

建築物
現状の耐震化率

（平成28年度末）

耐震化の目標

（平成37年度末）

多数の者が利用する建築物
(特定既存耐震不適格建築物の要件に該当する用途と規模の建築物)

87.4% 100%

特定多数の者が利用する
建築物

賃貸住宅(共同住宅に限る)、寄

宿舎、事務所、工場など
81.9% 100%

不特定多数の者が利用する

建築物
ホテル、旅館、店舗、遊技場、

文化施設、銀行など
93.3% 100%

建築物
現状の耐震化率

（平成28年度末）

耐震化の目標

（平成37年度末）

多数の者が利用する建築物
(特定既存耐震不適格建築物の要件に該当する用途と規模の建築物)

87.8% 100%

特定多数の者が利用する
建築物

賃貸住宅(共同住宅に限る)、寄

宿舎、事務所、工場など
94.3% 100%

災害時の拠点となる

建築物
庁舎、学校、幼稚園、体育館、

病院、福祉施設など
86.4% 100%

不特定多数の者が利用する

建築物
ホテル、旅館、店舗、遊技場、

文化施設、銀行など
90.0% 100%
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第４章 建築物の耐震化目標を達成するための施策

１. 施策の基本的な取り組み方針
１‐１ 耐震化促進における役割分担

建築物の耐震化は、その所有者が自らの命は自らが守り（自助）、地域社会が自らの地域は自

らで守る（共助）という認識の下で取り組まれることを基本原則と考える。 

民間建築物に対する市及び県による支援（公助）は、そのような民間の取り組みが上手く機

能するよう、必要な情報提供と適切な誘導に努め、また民間では十分対応されにくい分野等を

補完する役割に限定するものとし、それぞれの役割分担を次のとおり考える。 

実施主体 役 割 分 担 の 考 え 方 

建築物所有者
建築物所有者は、建築物を適切に保全する義務を有する。自己並びに家族、利用者等の

生命及び財産を守るため、自己所有の建築物の耐震化は自らの責任において行う。 

自 治 会
自治会には、災害時において相互扶助の役割が期待されている。地域の安全は地域住民

自らの力で守るという認識の下、自治会の自主防災活動の一環として、地震時の危険箇所

の点検とその危険の除去及び地域の建築物の耐震化等に積極的に取り組む。 

建築事業者等
建築事業者等は、安全で良質な建築物を消費者に提供する社会的責任を有している。耐

震に係る設計施工技術を研鑽し、建築物の品質・性能の向上及び価格の適正化に努めると

ともに、自らの営業努力により耐震化工事の市場開拓に努める。 

建築関係団体
建築関係団体は、建築事業者等に対する技術向上や経営改善等に関する支援、組織力を

活用した耐震化工事の需要拡大に努めるとともに、消費者に対する情報提供、相談対応な

ど公益法人として積極的に地域貢献に努める。 

市 

地域住民の生命と財産を守ることは基礎的自治体である市の責務である。耐震化に係る

民間支援等は一義的には市が担う。 

また、市は、市内の耐震化を先導する立場として、自ら率先して市有施設の耐震化を進

め、耐震化促進に資する施策の拡充に取り組む。 

県 

県は、地方自治法に定める役割に基づき、市町村の枠を越えて実施すべき広域的業務、

人的・財政的・性質的に市町村が処理することが適当でない補完的業務及び市町村の連絡

調整業務等を行う。 

また、県は県内の耐震化を先導する立揚として、自ら率先して県有施設の耐震化を進

め、耐震化促進に資する施策の拡充に取り組む。 
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１‐２ 耐震診断・耐震改修の促進に係る基本的な取組方針

(１) 基本施策と施策実施方針 

耐震化目標を達成するためには、平成37年度末までに現状の住宅の耐震化率75％を90％に、

多数の者が利用する建築物の耐震化率 85％を 95％に引き上げる必要がある。この高い目標を

達成するためには、これまでの建替え及び改修工事の実績を凌ぐペースで耐震化工事を実施す

る必要があり、そのためには、市は県と連携して様々な施策を実行する必要がある。 

このため、市は県と歩調を合わせ、県が掲げる基本施策と同様に“耐震診断・改修事業を促進

する施策”、“地震防災に関する啓発・知識向上に係る施策”及び“特定既存耐震不適格建築物

の所有者に対する法的措置の実施”を 3 本の基本施策として掲げ、総合的な対策に取り組む。 

基 本 施 策 施 策 実 施 方 針 

基本施策１ 

建築物の耐震診断及び

耐震改修の促進を図る

ための施策 

建築物所有者の自助努力、地域社会における自主的な防災活動及び建築業界の

市場開拓努力等により耐震化が促進されるよう誘導する。 

緊急的に取り組む分野や負担軽減措置が必要な分野等においては、市及び県に

よる公的助成を実施する。 

相談窓ロの強化など耐震化を促進するための環境を整備する。 

家具転倒防止対策など建築物以外の対策や市街地の防災対策など総合的観点

から建築物の耐震化を進める。 

基本施策２ 

建築物の地震防災に関

する啓発及び知識普及

のための施策 

耐震診断及び耐震改修を促進するため、建築物所有者等に大規模地震が発生す

る可能性や発生した場合の被害の大きさを認識してもらう。 

同じく所有者に耐震診断・改修の必要性等について正しく理解してもらう。 

啓発と知識普及のため適確な情報提供と多様な学習機会の提供に努める。 

基本施策３ 

特定既存耐震不適格建

築物の所有者に対する

法的措置等の実施 

多くの市民の安全を確保するため、耐震診断によって安全を確認すべき建築物

や保安上危険な建築物が放置されることがないようにする。 

耐震改修促進法及び建築基準法による法的措置を公平、公正かつ迅速、確実に

執行するための運用基準並びに手続きについて基本的な方針を定める。 
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(２) 重点施策とその取組方針 

基本施策は県と歩調を合わせて取り組むが、本市独自の耐震化に関する現状と問題点を考慮し、

重点的に取り組む必要がある施策を重点施策として掲げ、より一層の耐震化の促進を目指す。 

耐震診断及び耐震改修の促進に係る重点施策と取組方針 

①住宅の耐震診断及び耐震改修の促進 

(ア)耐震診断及び耐震改修に関する補助制度を拡充する。 

(イ)県や業界団体と連携し、「耐震診断士の派遣制度」の創設に取り組む。 

②耐震診断・耐震改修及び建築物の地震防災に関する啓発および知識普及 

(ア)耐震化率の低い地域を重点的に、自治会や職場単位で耐震対策出前講座を開催する。 

(イ)地域の危険度マップを活用し、地震リスクの周知と意識啓発を図る。 

③市が所有する公共建築物の耐震化 

(ア)市有建築物の耐震化率を高め、民間建築物の耐震化を牽引する。 

④法的義務付けによる建築物の所有者への指導とフォロー 

(ア)避難路等として重要な緊急輸送道路沿いの建築物に対して耐震診断を義務付ける。 

(イ)法的義務付けとともに、建築物の所有者に対する補助制度を創設し診断・改修費用の

負担軽減を図る。 

(３) 重点的に耐震化すべき地域 

地震災害による周辺地域への被害拡大の防止、並びに地震災害発生後の避難・救助・医療活

動など応急対策の円滑化を図る観点から、次の地域については重点的に耐震化を進める。 

①避難・救助活動が困難で延焼拡大の危険性がある老朽木造住宅密集地域 

②地域防災計画に定める緊急輸送道路及び避難路の沿道地域 

(４) 重点的に耐震化すべき建築物 

地震災害による人的被害を最小化、並びに地震災害発生後の避難・救助・医療活動などの応

急対策において必要な施設機能の確保を図る観点から、次の建築物については重点的に耐震化

を進める。 

① 地震による倒壊等で人的被害の発生する可能性が高い住宅（耐震性が不明又は不足する

もの） 

② 要安全確認計画記載建築物（防災拠点、避難所及び避難路等沿道建築物） 

③ 災害時に救護施設となる病院 

④ 災害時に要援護者施設となる社会福祉施設等 

⑤ 災害時に一時居住施設となる公営住宅等 

※ 要緊急安全確認大規模建築物 ⇒ 耐震診断済み（全ての施設が評価Ⅲで現行耐震基準に

相当する）  
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２. 建築物の耐震診断及び耐震改修の促進を図るための施策（基本施策１）
２‐１ 耐震診断及び耐震改修の誘導・支援策

(１) 自助努力を称える顕彰制度の活用 

県は、県民及び民間事業者の自主的な耐震診断及び耐震改修を促進させるため、耐震化・地

震防災対策に関する先進的な取り組み及び優れたアイディア等を知事が顕彰する制度を実施

するとしている。 

市は、県の実施する顕彰制度を周知し、市民および民間業者による自主的な耐震化を促す。 

(２) 自治会による耐震化の取り組みの促進 

平成 37 年度末までに耐震化率を大幅に引き上げるためには、これまでのように個々の住宅

に対する対応のみでは自ずと限界がある。このため、市、自治会及び建築関係団体が連携し、

自治会単位で耐震診断及び耐震改修活動を展開する仕組みを検討する。 

市及び自治会役員が住民と建築関係団体との間に入って調整することにより、住民も安心し

て耐震診断を受けることができる体制が整備されるものと考えられる。 

(３) リフォーム等に併せた耐震改修の促進 

住宅設備やバリアフリー化等のリフォームの機会を捉えて耐震化を図ることは、建築主にと

って別々に改修するより手間が省けて経済的である。また耐震化率向上の点からも極めて効果

的である。このため、リフォーム時や中古住宅の購入時等の際に必ず耐震診断及び耐震改修が

実施されるよう、市、建築事業者及び関係団体等が協力して建築主の理解を得る仕組みを検討

する。 

また、現在、市で行っているリフォーム助成事業との連携を強化するとともに、建築主から

リフォームの相談があった場合には、耐震改修に関する助言を行う。 

(４) 建設業界による自主的な耐震化の取り組み 

建築関係団体は、技術力の向上と、耐震性が高く価格の適正な建築物の供給に努める。また、

公益性を有する技術者集団として地域貢献に努め、行政の各種施策に協力する。さらに、耐震

診断及び耐震改修の方法や料金・工事費等を分かりやすく解説したカタログの作成や、相談窓

口の設置など消費者サービスの充実を図り、耐震化工事の需要拡大に向けて積極的な活動を展

開する。 
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(５) 国・県の補助を活用した支援策 

県は、市町村が重点的および優先的に耐震化すべき建築物を対象として実施する事業に対し、

その事業効果を高める支援制度を創設するとしている。市は、その制度を活用し、耐震化の促

進に必要な支援を検討する。 

また、市は、耐震化の現状と設定した耐震化目標に鑑み、重点施策として現在実施している

耐震診断・耐震改修費用に対する助成制度の拡充を行う。 

●出雲市による支援策（国の補助制度の変更等により今後変更する場合あり） 

市では、市民に対する支援策として、耐震診断及び耐震改修等にかかる市民の負担を

軽減し、耐震化の促進を図るための支援策として、国の交付金等を活用し、下記のよう

な取り組みを実施する。 

概  要 

大規模地震から生命や財産を守るため、木造住宅の耐震化の促進を

図ることを目的に、①耐震診断、②耐震補強計画、③耐震改修工事、

④解体除却工事 に要する費用の一部を助成する。 

事

業

名

①耐震診断 
【補助額】耐震診断に要する費用の３分の２以内の額 

（60,000 円を上限とする） 

②耐震補強計画
【補助額】耐震補強計画に要する費用の３分の２以内の額 

（400,000 円を上限とする） 

③耐震改修工事
【補助額】耐震改修工事に要する費用の２３%以内の額 

（800,000 円を上限とする） 

④解体除却工事
【補助額】解体除却工事に要する費用の２３%以内の額 

（400,000 円を上限とする） 
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(６) 耐震改修促進税制・融資制度の活用 

補助制度のほか、耐震改修促進税制・融資制度を活用し既存耐震不適格建築物の耐震化を促

進する。 

住宅の耐震改修を行った場合の耐震改修費用の 10％相当額の所得税特別控除や固定資産税

の減額措置、住宅の耐震改修工事等を行う場合の融資制度について、市民への周知を図る。 

特定既存耐震不適格建築物については、耐震改修工事に伴って取得をする部分等について特

別償却措置を受けることができるよう、耐震改修促進法に基づく認定制度のＰＲに努める。 

①住宅 

●所得税の特別控除（今後変更される場合あり） 

概  要 
一定の耐震改修工事を行った場合、改修後居住を開始した年の所得税額が一

定額控除される。 

内  容 

特別控除：耐震改修に係る標準的な工事費用相当額（上限：250 万円）の 10％

がその年分の所得税額から控除される 

適用期限：平成 33 年 12 月 31 日まで 

適用要件：①その者が主として居住の用に供する家屋であること 

②家屋が昭和 56 年 5 月 31 日以前に着工されたものであること 

③改修前の家屋が現行の耐震基準に適合しないものであること 

必要手続：確定申告の際、必要書類を税務署に提出する 

●固定資産税の減額措置（今後変更される場合あり） 

概  要 
一定の耐震改修工事を行った場合、工事完了年の翌年度分の家屋にかかる固

定資産税が減額される。 

内  容 

減額措置：当該住宅に係る翌年度分の固定資産税について、税額の 2分の 1

を減額（1戸当たり 120 ㎡相当分までに限る。）する 

適用期限：平成 30 年 3 月 31 日まで 

適用要件：①昭和 57 年１月１日以前から所在する住宅 

②現行の耐震基準に適合する耐震改修であること 

③耐震改修に要した費用の額が１戸あたり 50 万円超であること

必要手続：耐震改修が完了した日から 3か月以内に、住宅耐震改修証明書を

添付して市区町村へ申告する 

●住宅金融支援機構による融資制度（今後変更される場合あり）

概  要 住宅に耐震改修工事または耐震補強工事を行う方に対して融資する。 

内  容 

融資限度：1,000 万円（住宅部分の工事費の 80％が上限） 

適用期限：平成 33 年 12 月 31 日まで 

適用要件：①工事完了後の住宅部分の床面積が 50 ㎡以上（共同建ての場合

は、40㎡以上）の住宅 

②本人、配偶者又は親族が所有または共有している住宅 

③耐震改修促進法に定める計画の認定を受けた改修計画に従っ

て行う耐震改修工事または住宅金融支援機構が定める耐震性

に関する基準等に適合するための耐震補強工事 

そ の 他：満 60 歳以上の方は「高齢者向け返済特例」を利用できる 
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②特定既存耐震不適格建築物 

●法人税・所得税の特別償却（今後変更される場合あり） 

概  要 
青色申告書を提出する法人又は個人で、耐震診断が義務付けられた建築物の

耐震改修を行った場合に法人税・所得税の特別償却を受けることができる。

内  容 

特別償却：耐震改修により取得・建設した部分について、その取得価額の

25％の特別償却ができる 

適用期間：平成 27 年 3 月 31 日までに耐震診断の結果報告を行い、平成 26

年 4 月 1 日から報告日以後 5 年を経過する日までに耐震改修を

行った場合 

適用要件：①適用期間内に耐震診断・耐震改修を行ったもの 

②耐震改修促進法第 8 条第 1 項の命令又は同法第 12 条第 2 項の

指示を受けていないもの 

③耐震改修により国土交通大臣が定める基準に適合すること 

●固定資産税の減額措置（今後変更される場合あり） 

概  要 
耐震診断が義務付けられた建築物の耐震改修を行った場合に固定資産税の

減額措置を受けることができる。 

内  容 

減額措置：耐震改修の翌年度分から 2年度分の固定資産税について、税額の

2 分の 1を減額（工事費の 2.5％が限度）する 

適用期間：耐震診断の結果報告を行い、平成 32年 3月 31 日までに耐震改修

を行った場合 

適用要件：①耐震改修促進法第 7条又は法附則第 3条第 1項の規定による耐

震診断結果の報告を行ったもの 

②耐震改修促進法第 8 条第 1 項の命令又は同法第 12 条第 2 項の

指示を受けていないもの 

③国の補助を受けて現行の耐震基準に適合する耐震改修を行った

もの 

必要手続：耐震改修が完了した日から 3か月以内に、証明書を添付して市区

町村へ申告する 

(７) 標準的な耐震診断費の情報提供 

県は、以下の課題を解決するため、耐震診断費用についてのガイドラインを制定し、県ホー

ムページ等を用いて情報提供するとしている。 

・住宅所有者に対する事業費補助の公平化 

・補助事業を実施する市町村の事務手続きの明確化、簡素化 

・市町村ごとの耐震診断に要する費用の標準化 

市は、県のガイドラインを活用し、住宅所有者へ耐震診断に関する情報提供を行う。 

(８) 昭和 56 年 6 月以降に増築された住宅の耐震診断等に対する支援 

近年の地震被害状況を鑑み､旧耐震基準で建てられ、昭和 56年 6 月以降に増築された住宅に

ついても、耐震化に対する支援を行う。 
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(９) 部分的な耐震改修に対する補助制度の検討 

県内においては、一棟あたりの床面積が比較的大きい住宅も多くみられる。県は、住宅全体

の耐震改修に向けた段階的改修の中間点に位置付けられる部分改修について、費用負担を抑え

つつ生命を守る手法の一つとして平成24､25年度に実施していた制度の見直し等を行う予定で

ある。市は、県が見直す制度の活用を検討する。 

(１０) 新たに入居する際の耐震改修の促進 

空き家等に入居する際の修繕等に併せて耐震改修工事を実施することは、安全な住宅の供給

と耐震化の向上につながる。特に、UI 夕－ン者が入居をする場合には、耐震診断を実施し、耐

震性が不足する場合は耐震改修を実施するよう、市及び県の関係部局と連携し、積極的な実施

を促す。 
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２‐２ 安心して耐震診断及び耐震改修ができる環境整備

(１) 優良な建築技術者及び事業者の周知 

県は、耐震診断及び耐震改修の設計・施工技術について県内事業者の技術水準の底上げを図

るため、技術水準の高い専門講習会を開催している。また、所管行政庁への報告が義務付けら

れた耐震診断を実施できるのは、原則として、建築士で、かつ、国土交通大臣が定める講習を

修了する必要がある。このため、所定の講習の受講を促している。 

市は、耐震診断及び耐震改修の促進のため、市内事業者へ講習会への積極的な参加を呼び掛

けるとともに、講習を受講した優良な建築技術者及び事業者の市民への周知を図る。 

(２) 優良な技術者及び事業者の登録制度の普及促進 

県は、上記講習会の受講修了者等を登録する制度を設けており、県内の相談窓口や県ホーム

ページ等で公開することにより、県民や建築物所有者が、一定の技術水準を持つ設計者や施工

技術者を自ら選択できるシステムを構築し、実施しているが、この制度の周知と登録者の充実

を図るとしている。また、建築事業者に関しても技術者と同様に、耐震診断業務・改修工事の

実績及び優良な技術者の人数等を登録し、公表する制度の促進も図るとしている。 

市は、こうした県の制度を広く周知することにより、制度の普及促進に寄与する。 

(３) 相談窓口体制の充実 

市は、市民からの耐震診断・改修の内容、補助制度、事例紹介、専門家の紹介等についての

相談対応を行うため､引き続き、市役所本庁舎（建築住宅課）に相談窓口を設置し、相談体制の

充実に努めるとともに、国・県等が行う研修会に積極的に参加し、適切な指導、情報提供が行

えるよう情報収集に努める。 

(４) 技術開発の促進 

県では、耐震診断及び耐震改修に関する建築技術の普及と発展､並びに関係者の意識改革に

資するため、県、市町村、建築団体及び大学・高専等が協力して建築技術研究発表会を定期的

に開催するとし、木造住宅の耐震化に関しては、既存の街並みや家並みに調和した建替えや改

修が円滑に行われるよう、伝統的民家型工法や在来軸組工法に適合した補強方法、低コストで

簡便な補強方法及び火災による延焼拡大防止技術等について研究を行うとしている。 

市は、必要に応じ県の取り組みに協力するとともに、情報収集に努める。 

(５) 耐震診断士の派遣制度 

木造一戸建て住宅の耐震化を重点的施策とし、市民が耐震化の入り口である耐震診断を行い

やすくなるよう、診断結果の適格性を確保し、併せて手続きの簡素化を図るため、診断が可能

な技術者を選定・派遣する「耐震診断士の派遣制度」の創設に向け、県と連携して取り組む。 
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２‐３ 地震時の建築物の総合的な安全対策に関する施策

(１) 建築物以外の地震予防対策 

①ブロック塀の安全対策 

ブロック塀については、自治会等を通じ安全対策について周知する。自治会活動を通して

危険箇所を防災マップに表示するなど、自治会レベルの被害防止対策を促進させる。 

また、ブロック塀の代わりに景観向上にも役立つ生け垣等を設置するよう啓発を行い、地

震時の地域の安全性を高めるようにする。 

②窓ガラス・天井の落下防止対策 

窓ガラスについては、建築基準に適合しない窓ガラスを有する建築物の所有者・管理者に

対して耐震診断及び耐震改修時に改善指導を行う。また、特定既存耐震不適格建築物の定期

報告、増改築時の建築確認審査及び検査、並びに防災査察、違反建築パトロール等の行事を

通して必要な指導を行う。 

天井についても、建築基準法施行令第 39 条第 3 項及び平成 25 年国土交通省告示第 771 号

（特定天井及び特定天井の構造耐力上安全な構造を定める件）に該当する特定天井を対象に、

当該告示への適合が求められている。これに対しても、上記と同様に必要な指導・助言を行

う。 

③昇降機等の地震対策 

現行の「昇降機耐震設計・施工指針」に適合しないエレベーターを対象に、現行の指針と

同等の耐震化を行うよう指導するとともに、特に P 波感知型地震時管制運転装置（地震発生

時にエレベーターを安全に制御し、閉じ込め事故等を防止するための装置）等の設置による

耐震改修を促進する。 

また、エレベーターの地震その他の振動に対する構造耐力上の安全性を確かめる構造計算

の基準を定める件（平成 25 年国土交通省告示第 1047 号）等への適合性についても指導する。 

④住宅の家具転倒防止対策等 

地震による住宅内の死亡・負傷事故を防止するためには、安全な室内空間づくりを行う必

要がある。このため、耐震診断・耐震改修の啓発にあわせ、家具・家電製品等の家財が凶器

とならないよう、転倒・移動防止対策や配置方法等について必要な情報提供を行う。 

特に、動きの遅い高齢者にとっては致命的な問題ともなることから、居間や寝室など滞在

時間の長い部屋の安全対策が早急に実施されるよう、自治会等を通じて働きかける。 

⑤機器・備品転倒による病院等の機能障害防止対策 

被災者の救命救急活動を担う医療施設は、震災後でも所要の施設機能を確保する必要があ

る。そのため、病院内に配備されている可動式の医療機器等の転倒による怪我や故障及び電

源･給排水・エレベーター等の設備機器に不具合が生じないよう、施設の耐震化にあわせ設備

機器の耐震化に関する指導を行う。 
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(２) 土砂災害防止対策 

①がけ地付近の危険住宅の移転 

地震等によるがけ地崩壊から人命と財産を守るため、「がけ地近接等危険住宅移転事業」を

活用して住宅の解体及び移転費用の補助を行う。また、島根県建築基準法施行条例第 4条（が

け付近の建築物の制限）により建築を制限している区域内にある危険住宅の移転を促進する。 

②急傾斜地崩壊防止法等による対策の推進 

地震等によるがけ地崩壊からの被害を最小限にするため、急傾斜地崩壊防止法及び土砂災

害防止法の指定地域においては、県と連携し、土砂災害対策を推進する。 

(３) 密集市街地の地震防災対策 

①地区ごとの地震防災・避難計画の策定 

市街地の整備には長い年数を要することから、市では、地域又は集落ごとに地震防災・避

難計画を策定し、不慮の地震災害に備えておく必要がある。これは、自治会で作成する身近

な地震防災マップを基に策定するものである。市、消防署及び自治会が協議して、消火・救

助・避難活動及び危険箇所の改善等に関する方策を定め、自治会での防災訓練等に活用する。 

防災・避難計画の策定は、これを通じて住民の防災意識が高められ、以降の市街地整備や

道路拡幅を実施する場合に不可欠となる住民の合意形成に役立つものと考えられる。 

②総合的な市街地整備事業等の導入 

密集市街地において総合的な防災対策を実施するためには、老朽建築物等の除却、既存建

築物の耐震改修事業、個別建替えや狭小敷地の共同立替えの実施が必要である。また、防災

施設の整備及び道路・公園の整備など多様な整備手法の導入と膨大な事業費が必要となる。 

このため、整備区域の面積や接道不良住宅の割合、住宅戸数密度等の事業要件に適合する

場合には、国の補助事業である「街なみ環境整備事業」、「住宅市街地総合整備事業（密集住

宅市街地整備型）」及び「小規模住宅地区等改良事業」等の活用を検討する。また、これらの

事業手法のほかに、防災上の観点から建築物の用途、規模、構造等を制限する地区計画の導

入や、条例による屋根・外壁の防火措置など、法的な規制手法についても検討する。 

③後退ルールに基づく狭隘道路の着実な拡幅整備 

都市計画区域内にある狭隘道路が改善されないのは、建築基準法第 42条第 2項の救済規定

を受けた道路沿いの建築物等が適法に後退していないことが大きな要因となっている。 

このため､密集市街地のうち狭溢道路の拡幅が必要な地域においては､市と県が連携して、

後退しない敷地の是正指導を徹底するとともに、敷地後退の基準となる道路中心表示や後退

後の舗装整備の制度化など、建替え・増築時の拡幅整備が図られる手法を検討する。 
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(４) 地震発生後の応急対策 

①被災建築物応急危険度判定の実施 

地震により被災した建築物の危険性の有無を判定し、その後の余震等による二次災害を未

然に防止するため、市、県及び（一社）島根県建築士会が連携し、応急危険度判定士（島根

県地震被災建築物応急危険度判定土認定要綱に基づく知事の認定者）の派遣体制を整備する。 

この場合、被災宅地の危険度判定を行う宅地判定士（島根県被災宅地危険度判定士登録要

綱に基づく知事登録者）による宅地判定活動と連携して実施されるよう相互調整を行う。 

②被災者に対する賃貸住宅の紹介・斡旋 

大規模地震等の災害により住宅に住むことができなくなった被災者に対し、市及び県営住

宅等の空き家を紹介するとともに、県と宅地建物取引業団体との間で締結した協力協定に基

づく民間賃貸住宅の空き家の紹介・斡旋制度を活用する。 

③その他応急・復旧対策の支援 

そのほか、被災住宅の応急修理、り災証明発行のための住宅被害調査、住宅相談所の開設

などに関して建築関係団体との間で協力体制を進める。 

(５) 地震保険等への加入促進 

地震により家屋が倒壊した被災者は自力で住宅の復旧を行わざるを得なく、被災地域の復旧

が円滑に進まない恐れもある。よって、市及び県は、広報及びホームページ掲載等により、民

間損害保険会社の地震保険又は火災に加え地震被害も補償する建物更生共済（建更）等の加入

促進に向けた情報提供に努める。 

(６) 耐震性能の高い建築物の整備促進 

新たに建築される建築物については、現行の新耐震基準等に従って適切に建築されるよう、

建築基準法に基づく中間検査や完了検査を徹底する。さらに、住宅性能表示制度※の活用等に

より、より高い耐震性能の住宅が建設されるよう普及啓発を図る。 

※住宅性能表示制度…「住宅の品質確保の促進等に関する法律」に基づき、良好な住宅を安心して取得

できる市場を形成するため、構造耐力・省エネルギー性・遮音性等の住宅性能を

わかりやすく表示することを定めた制度。 
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３. 建築物の地震防災に関する啓発及び知識普及のための施策（基本施
策２）

３‐１ 地震防災マップの作成・活用

(１) 地震防災マップの作成・活用 

住民及び所有者等の意識啓発を図り住宅・建築物の耐震診断・改修を促進させるため、市に

おいて、想定する大規模地震の概要と地震による危険性の程度等を記載した地図（地震防災マ

ップ）を作成した。今後、市のホームページ等で公表し、相談窓口・自治会や職場単位などで

行う耐震対策出前講座などの際に活用していく。 

(２) 自治会防災活動による身近な地震防災マップの作成 

住民の連帯意識を醸成し、また住民による安全な避難活動等に役立てるため、市が作成する

地震防災マップのほかに、自治会において、身近な危険や安全な施設・場所・道路等を記載し

た街区ごとの地震防災マップを作成するよう働きかける。 

街区ごとの地震防災マップには、自治会による自主的な防災点検活動を通して、安全な避難

経路や危険な通路、緊急車両の進入できない範囲、ブロック塀が転倒する危険性のある箇所、

瓦・ガラスなどの落下物に注意する箇所などを現状に即して記載し、住民が生活実感をもって

身近に存在する様々な危険を再認識できるものとする必要がある。 
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３‐２ 効果的な啓発メディアの整備

(１) 啓発用パンフレット等の配布 

県は、広く県民の地震防災に関する意識啓発と知識普及を図るため、耐震改修促進法の概要、

地震被害の状況と対策の必要性、耐震診断・改修の方法・構造別規模別の標準的な費用、がけ

崩れの危険性等を掲載したパンフレットを作成している。 

市は、このパンフレットを活用し、出前講座や相談窓口等で配布する。また、ホームページ

などにより、耐震診断・耐震改修設計に応じることができる建築設計事務所が「（一財）島根県

建築住宅センター」、「耐震改修支援センター」において公開されていることの周知を図る。 

図 ４-１ 県が作成した地震対策啓発パンフレット 

（出典：島根県ホームページ） 

図 ４-２ （一財）日本建築防災協会発行のリーフレット 

（出典：日本建築防災協会ホームページ）  
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(２) 耐震改修事例集の活用 

県は、リフォームにあわせた耐震改修工事の各種事例、国等が認定した耐震改修工法及び事

例別の工事費用や資金計画に関する情報等を掲載した事例集を作成するとしている。 

市は、この事例集を市民や民間事業者による耐震改修工事の参考として活用し、相談業務等

に利用する。 

(３) 広報用ビデオ等の活用 

リーフレットや事例集など個別に配布するメディアのほかに、所有者の体験談・感想や工法

別の工事概要を記録したビデオ、DVD を、多数が参加するセミナーや講習会における学習教材

として活用するなどの方策を検討する。映像メディアは、市政テレビ番組等で放映することも

可能であり、広く一般に周知する手段としては極めて有効である。 

３‐３ 多様な学習機会の提供

(１) 耐震改修モデル設計による地域学習会の開催 

県は、耐震化率の低い木造一戸建て住宅の耐震化を促進するため、市町村及び建築関係団体

と連携し、モデル住宅の耐震診断・改修の基本設計を通じた地域学習会を開催し、県民の地震

防災に関する意識を啓発し、自主的な耐震診断・改修を促進させるとしている。 

市は、自治会等への働きかけなど、この取り組みに連携・協力していく。 

(２) セミナー・講習会等の開催 

県は、県民の地震防災に関する意識啓発と知識普及を図るため、市町村及び建築関係団体と

協力し、一般市民向け又は特定既存耐震不適格建築物所有者向けのセミナー、講習会等を県内

各地で開催するとしている。 

市は、この講習会等に協力するとともに、本市で行っている支援策等の積極的な周知を図る。 

(３) 自治会による防災学習会の開催 

自治会単位での耐震化の取り組みが促進されるよう、市は、建築関係団体の協力により、自

治会総会等の機会を利用して防災学習会を開催する。 

防災学習会では、家具の転倒防止対策、耐震診断及び耐震改修、並びに自治会レベルでの地

震防災マップの作成の必要性等について説明し、意識啓発を行う。また、このような自治会と

の交流を通じて、改善が進みにくい高齢者世帯において、応急的な家具転倒防止対策が建築関

係団体のボランティア活動によって実施される仕組みを検討する。 
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(４) 各種行事を活用した広報の実施 

建築物防災週間及び違反建築物防止週間における立入指導や広報活動、毎年 10 月に実施さ

れる住宅月間における各種催しなど、既存の行事・活動を通して、積極的に地震防災対策につ

いての啓発を行う。これらの行事・活動は、市、県及び建築関係団体が連携協力し、広域的か

つ集中的に取り組むものである。啓発方法を工夫することにより、一般市民等への大きな周知

効果が期待される。 

(５) 職員等による「戸別訪問」の実施 

職員等が住宅所有者に、地震による危険性、耐震改修の必要性、支援制度等を直接説明し、

その場で質疑回答することにより、耐震診断及び改修に対する意識改革を図る「戸別訪問」が

耐震改修の促進に有効とされている。市は、戸別訪問を行う区域や、効果をより高める方法等

をまとめたアクションプログラムを作成したうえで、県や（一社）島根県建築士会等関係機関

の協力を得ながら取り組む。 

(６) 「基準適合認定建築物マーク」の普及 

建築物の所有者が所管行政庁に申請し、耐震性が確保されている旨の認定を受けた建築物は、

「基準適合認定建築物マーク」を標示することができる。この制度を活用し、普及を図ること

で、市民の関心を促し、耐震診断・耐震改修等への関心を高めていく。 

図 ４-３ 耐震診断・耐震改修マーク表示制度のプレート例 
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４. 特定既存耐震不適格建築物の所有者に対する法的措置等の実施方
針（基本施策３）

４‐１ 耐震改修促進法による法的措置

(１) 耐震診断結果の報告の義務付け 

大規模な地震の発生により建築物が倒壊等した場合に、被災者の円滑な避難、救援・救護活

動、消火活動等の災害応急対策に重大な支障を来すことがないよう、「島根県緊急輸送道路ネ

ットワーク計画（平成 25年 6 月）」に定める緊急輸送道路のうち、表 ４-１に掲げる道路を法

第 6条第 3項第 1号の規定に基づく道路として指定し、当該道路にその敷地が接する通行障害

既存耐震不適格建築物の所有者に対し、期限内での耐震診断結果の報告の義務付けを行い、当

該道路の通行及び円滑な避難の確保を図る。 

指定年月日 路線 診断結果の報告期限 

平成 30 年 4 月 1 日 表 ４-１ 平成 38 年 3 月 31 日 

表 ４-１ 耐震診断結果の報告の義務付け対象とする道路（法第 6条第 3項第 1号） 

道路種別 路線名 区間

高速自動車国道 山陰道 市内全線

一般国道（指定） 国道9号 松江市境～大田市境

一般国道（指定） 山陰道（国道9号多伎・朝山道路） 市内全線

一般国道（指定外） 国道431号 松江市境～国道431号 東林木バイパス

一般国道（指定外） 国道431号 東林木バイパス 国道431号交点～県道278号（矢尾今市線）交点

一般県道 県道243号（出雲空港線） 県道335号（出雲空港宍道線）交点～出雲縁結び空港

一般県道 県道250号（鰐淵寺線） 市道平田環状線交点～市道蓮田環状線交点

一般県道 県道250号（鰐淵寺線） 国道431号交点～河下港

一般県道 県道276号（遥堪今市線） 県道278号（矢尾今市線）交点～国道184号交点

一般県道 県道277号（多伎江南出雲線） 市道今市川跡日下線～県道337号（出雲インター線）交点

一般県道 県道278号（矢尾今市線） 国道431号 東林木バイパス交点～県道276号（遥堪今市線）交点

一般県道 県道335号（出雲空港宍道線） 松江市境～県道243号（出雲空港線）交点

一般県道 県道337号（出雲インター線） 出雲ＩＣ～国道9号交点

市道 市道今市川跡日下線 国道9号交点～県道277号（多伎江南出雲線）交点

市道 市道中ノ島環状線 国道431号交点～市道平田環状線交点

市道 市道平田環状線 市道中ノ島環状線交点～県道250号（鰐淵寺線）交点

市道 市道蓮田環状線 県道250号（鰐淵寺線）交点～国道431号交点
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図 ４-４ 耐震診断結果の報告の義務付け対象とする道路図 

（出典：島根県建築物耐震改修促進計画 平成 29 年 3 月 一部加筆修正） 
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(２) 通行障害既存耐震不適格建築物の耐震診断等費用の支援 

市は、法第 7条柱書及び同条第 3号の規定により耐震診断が義務化された通行障害既存耐震

不適格建築物の所有者から申請があったときは、法第 10 条第 2 項の規定に基づき、耐震診断

の実施に要する費用の一部を負担する。 

また、耐震診断の結果、倒壊の危険性があると判断された建築物の耐震改修等に要する費用

の一部を支援するために、国の交付金等を活用し下記のような取り組みを実施する。 

事

業

名

①
耐
震
診
断

【補助額】耐震診断に要する費用（以下の額を限度とする） 

床面積 ≦1,000 ㎡ → 3,600 円/㎡にその部分の面積を乗じた額 

1,000 ㎡＜ 床面積 ≦2,000 ㎡ → 1,540 円/㎡にその部分の面積を乗じた額 

2,000 ㎡＜ 床面積       → 1,030 円/㎡にその部分の面積を乗じた額 

ただし、設計図書の復元、第三者判定機関の判定等の通常の耐震診断に要する費用

以外の費用を要する場合は、1,540,000 円を限度として加算することができる。 

②
耐
震
改
修
工
事
等

耐震改修工事 

【補助額】耐震改修工事に係る費用の１５分の１１以内の額 

（以下の額を限度とする） 

住宅 → 33,500 円/㎡にその部分の面積を乗じた額 

マンション → 49,300 円/㎡にその部分の面積を乗じた額 

建築物 → 50,300 円/㎡にその部分の面積を乗じた額 

建替え又は除却
【補助額】建替え又は除却に係る費用の１５分の１１以内の額 

（耐震改修工事費相当分を限度とする） 

（国の補助制度の変更等により今後変更する場合あり） 

(３) 事務処理要領に基づく適正な法令執行 

法令の実効性を確保するため、法令執行に係る事務処理及び運用基準を定めた「出雲市建築

物の耐震改修の促進に関する法律に係る事務処理要領（平成 29 年 3 月制定）」に基づき、適正

な法令の執行に努める。 



第４章 建築物の耐震化目標を達成するための施策

－ 72 － 

４‐２ 建築基準法による勧告又は命令等の実施

(１) 是正勧告の実施 

耐震改修促進法第 15 条第 3 項の規定に基づく公表を行ったにもかかわらず、建築物の所有

者が耐震改修を行わない場合には、建築基準法第 10 条第 1 項の規定に基づき、相当な猶予期

間を付けて保安上必要な措置をとることを勧告する。 

 勧告を行う建築物 

「建築物の耐震診断及び耐震改修の促進を図るための基本的な方針」別表第六の（一）

に該当し、損傷その他の劣化が進み、そのまま放置すれば著しく保安上危険となるおそれ

があると認められる建築物とする（表 ４-２）。 

 勧告の方法 

「勧告」の方法は、具体的に実施すべき事項及び勧告に従わない場合は命令を発する旨

を明示した勧告書を交付する等の方法で行う。なお、勧告を受けた者が正当な理由がなく

勧告に従わない場合には、建築基準法第 10 条第 2 項の規定に基づき、相当な猶予期間を

付けて勧告に係る措置をとるよう「命令」する。 

(２) 是正命令の実施 

耐震改修促進法第 15 条第 3 項の規定に基づく公表を行ったにもかかわらず、建築物の所有

者が耐震改修を行わない場合には、建築基準法第 10 条第 3 項の規定に基づき、相当な猶予期

間を付けて保安上必要な措置をとることを命令する。 

 命令を行う建築物 

「建築物の耐震診断及び耐震改修の促進を図るための基本的な方針」別表第六の（一）

に該当し、著しく保安上危険であると認められる建築物とする（表 ４-２）。 

 命令の方法 

「命令」は、具体的に措置すべき事項及び命令に従わない場合は告発する旨等を明示し

た命令書を交付する方法で行う。 

表 ４-２ 建築物の耐震診断及び耐震改修の促進を図るための基本的な方針 

（国土交通省告示第 184 号）別表第六 

構造耐震指標及び保有水平耐力に係る指標 構造耐力上主要な部分の地震に対する安全性 

（一） Ｉs＜0.3 又は ｑ＜0.5 
地震の震動及び衝撃に対して倒壊し、又は崩壊
する危険性が高い。 

（二） （一）及び（三）以外の場合 
地震の震動及び衝撃に対して倒壊し、又は崩壊
する危険性がある。 

（三） Ｉs≧0.6 かつ ｑ≧1.0 
地震の震動及び衝撃に対して倒壊し、又は崩壊
する危険性が低い。 

この表において、Ｉs及びｑは、それぞれ次の数値を表すものとする。 

Ｉs：各階の構造耐震指標 

ｑ ：各階の保有水平耐力に係る指標 
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５. 今後の推進体制整備等に関する方策
５‐１ 関係団体等による連携体制の整備

(１) 県や建築関係団体との連携 

建築物の現状調査や耐震診断の実施、耐震補強などを円滑に実施するためには、必要な人材

の育成や建築物の耐震化に係る技術や知識の獲得など、建築士や建設業等の建築関係団体が主

体的な役割を果たすことが極めて重要となる。 

このため、県と連携し、それぞれの団体の役割分担や活動内容を調整し、相互に連携協力し

て諸事業に取り組むことができるよう、情報提供や普及啓発を図る。 

(２) 財源の確保 

本計画に示した施策を実施していくためには、それに要する財源を確保する必要がある。ま

た、限られた財源の中で効率よく事業を展開していくことが重要である。そのため、国や県の

各種事業を積極的に活用していくとともに、耐震改修の優先順位付けにより効率的・効果的に

推進する。 

(３) 庁内の推進体制の整備 

建築物の耐震化を推進するに当たっては、市民等との連携とともに、庁内の関係部局と調整

を図り、推進体制を整備することが重要である。 

(４) 自治会、市民、ＮＰＯ、民間事業者等の取り組みへの支援 

今後は自治会や市民、NPO、民間事業者との連携がますます重要となる。その取り組みを支援

するため、市民等の活動の場や情報の提供などにより団体間の交流促進を図る。 

５‐２ その他建築物の耐震診断及び耐震改修の促進に関する方策

(１) 計画の進捗状況の把握 

耐震診断及び耐震改修の進捗状況、住宅及び建築物を取り巻く環境は年々変化する。本計画

の施策・取り組みについては、PDCA サイクル（計画・実行・評価・改善）を基本とし、耐震化

の進捗状況を適宜、検証・評価しながら進めていく。 
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ゆれやすさマップ（市全域） 

（揺れ）

弱い 

強い 

「ゆれやすさマップ」とは 

地震が発生した場合、軟らかい地盤では揺れが増幅しやす

く、硬い地盤では揺れが増幅しにくい傾向にあります。

「ゆれやすさマップ」とは、地盤の軟らかさと、そこで起

りうる地震の両面から地域のゆれやすさを震度として評価

し、震度階ごとに色分けして表示したもの 
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地域の危険度マップ（市全域） 

（危険度）

小さい

大きい

「地域の危険度マップ」とは 

「ゆれやすさマップ」の震度分布と地域の建物の構造別・

建築年次別の建物の現況から、震度に応じた建物全壊棟数

率を算定し、その結果を区分して、危険度を相対的に示す

「建物被害危険度」として色分けして表示したもの 


